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物流・自動車局長（押印省略） 

 

 

原動機付三・四輪自転車の構造及び装置に係る技術基準について 

 

原動機付三・四輪自転車の安全性を確保するため、今般、新たに別添の「原動機付

三・四輪自転車の構造及び装置に係る技術基準」を定めたので、今後はこれにより関

係者を指導されたい。 

また、別紙１及び別紙２のとおり関係団体あて通知したので念のため申し添える。 
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（別添） 

原動機付三・四輪自転車の構造及び装置に係る技術基準 

 

1 適用範囲 

本技術基準は、原動機付三・四輪自転車に適用する。 

 

2 用語の定義 

本技術基準における用語の定義は、道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号）、

道路運送車両の保安基準（昭和 26年運輸省令第 67号。以下「保安基準」という。）

及び「道路運送車両の保安基準の細目を定める告示」（平成 14年国土交通省告示第

619号。以下「細目告示」という。）に定めるもののほか、次の各号の定めるところ

による。 

2.1 「原動機付三・四輪自転車」とは、次のいずれにも該当しない三輪以上を有する

一般原動機付自転車をいう。 

2.1.1 車室を備えず、かつ、輪距（二以上の輪距を有するものにあっては、その輪距

のうち最大のもの）が〇・五〇メートル以下である三輪以上の車両 

2.1.2 側面が構造上開放されている車室を備え、かつ、輪距が〇・五〇メートル以下

である三輪の車両 

 

3 安定性 

原動機付三・四輪自転車は、安定した走行を確保できるものとして、空車状態に

おいて、当該車両を左側及び右側に、それぞれ三十五度（最高速度二十キロメート

ル毎時未満の原動機付三・四輪自転車、車両総重量が車両重量の一・二倍以下の原

動機付三・四輪自転車又は積車状態における車両の重心の高さが空車状態における

車両の重心の高さ以下の原動機付三・四輪自転車にあっては三十度）まで傾けた場

合に転覆しないものでなければならない。 

 

4 加速性 

原動機付三・四輪自転車は、積車状態において、平坦な舗装路面上で停止状態か

ら十メートル及び三十メートルの距離を走行するまでに要する時間がそれぞれ四

秒及び七秒を超えないものでなければならない。 

 

5 走行装置 

空気入りゴムタイヤは、次の基準に適合するものでなければならない。 

5.1 亀裂、コード層の露出等著しい破損のないものであること。 

5.2 接地部は、滑り止めを施したものであること。この場合において、滑り止めの溝

の深さは、当該溝のいずれの部分においても〇・八ミリメートル以上とする。 
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6 操縦装置 

6.1 運転に際して操作を必要とする次の装置は、かじ取りハンドルの中心から左右

それぞれ五百ミリメートル以内に配置され、容易に操作できるものでなければなら

ない。 

6.1.1 始動装置、加速装置、クラッチ、変速装置その他の原動機及び動力伝達装置並

びに制動装置の操作装置 

6.1.2 前照灯、警音器、方向指示器及び窓拭器の操作装置 

6.2 6.1.1に掲げる装置（加速装置、クラッチ、変速装置及び制動装置の操作装置を

除く。）及び 6.1.2に掲げる装置（方向指示器の操作装置を除く。）又はその付近に

は、当該装置を容易に識別できるような表示をしなければならない。 

6.3 変速装置の操作装置又はその付近には、変速段ごとの操作位置を容易に識別で

きるような表示をしなければならない。 

6.4 方向指示器の操作装置又はその付近には、当該方向指示器が指示する方向ごと

の操作位置を容易に識別できるような表示をしなければならない。 

 

7 かじ取装置 

かじ取装置は、容易に、かつ、確実に操作できるものであって、かじ取時に車わ

く、フェンダ等原動機付三・四輪自転車の他の部分と接触しないものでなければな

らない。 

7.1 かじ取車輪が二以上の原動機付三・四輪自転車であって、かじ取車輪の横滑り

量量が走行一メートルについて五ミリメートルを超えるものは、7 の「確実に操作

できるもの」とされない例とする。ただし、その横滑り量が、原動機付三・四輪自

転車の製作者等がかじ取装置について安全な運行を確保できるものとして指定す

る横滑り量の範囲内にある場合にあっては、この限りでない。 

 

8 燃料装置 

ガソリンその他の引火しやすい液体を燃料とする原動機付三・四輪自転車の燃料

装置は、次の基準に適合しなければならない。 

8.1 燃料タンク及び配管は、振動、衝撃等により損傷を生じないように取り付けら

れていること。 

8.2 燃料タンクの注入口及びガス抜口は、次に掲げる基準に適合すること。 

8.2.1 通常の運行において燃料が容易に漏れない構造であること。 

8.2.2 露出した電気端子及び電気開閉器から二百ミリメートル以上離れていること。 

8.2.3 座席のある車室の内部に開口していないこと。 

 

9 電気装置 

電気装置は、次の基準に適合しなければならない。 

9.1 車室内の電気配線は、被覆され、かつ、車体に定着されていること。 
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9.2 車室内の電気端子、電気開閉器その他火花を生ずるおそれのある電気装置は、

適当に覆われていること。 

9.3 蓄電池は、振動、衝動等により移動し、又は損傷することがないようになってい

ること。この場合において、車室内の蓄電池は、適当な絶縁物等により覆われてい

ること。 

 

10 運転者席 

運転者席の幅は、かじ取りハンドルの中心から左右それぞれ二百ミリメートル以

上でなければならない。 

 

11 窓ガラス 

窓に備えるガラスは、安全ガラスでなければならない。JIS R 3211「自動車用安

全ガラス」の規格の性能を有する窓ガラスは、この基準に適合するものの例とする。 

 

12 ばい煙、悪臭のあるガス、有毒なガス等の発散防止装置 

排気管は、車室内に配管されていない等、排気ガス等の車室内への侵入により乗

車人員に傷害を与えるおそれが少ないよう配管されていること。 

 

13 車幅灯 

原動機付三・四輪自転車（最高速度二十キロメートル毎時未満のものを除く。）の

前面の両側には、次の基準に適合する車幅灯を備えなければならない。ただし、幅

〇・八〇メートル以下の原動機付三・四輪自転車にあっては当該原動機付三・四輪

自転車に備える前照灯（最大光度が一万カンデラ以上の前照灯であって、減光し又

は照射方向を下向きに変換することができる構造であるものにあっては減光し又

は照射方向を下向きに変換した場合に点灯している部分）の照明部の最外縁が自動

車の最外側から四百ミリメートル以内となるように取り付けられている場合にあ

っては、その側の車幅灯を備えないことができる。 

13.1 車幅灯の灯光の色、明るさ等は、協定規則第 148 号の規則 4.及び 5.1.（種別

A及び MAに係るものに限る。）に定める基準。 

13.2 車幅灯の取付位置、取付方法等は、別添 52「灯火器及び反射器並びに指示装置

の取付装置の技術基準」又は別添 53「二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示

装置の取付装置の技術基準」に定める基準を準用する。 

 

14 前部反射器 

原動機付三・四輪自転車（最高速度二十キロメートル毎時未満のものに限る。）の

前面の両側（幅〇・八メートル以下の原動機付三・四輪自転車にあっては、前面）

には、次の基準に適合する前部反射器を備えなければならない。ただし、13の規定

に適合する車幅灯を備える場合にあっては、この限りでない。 
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14.1 前部反射器の反射光の色、明るさ、反射部の形状等は、協定規則第 150号の規

則 3.3.4.2.1.、4.及び 5.1.に定める基準。 

14.2 前部反射器の取付位置、取付方法等は、別添 52「灯火器及び反射器並びに指示

装置の取付装置の技術基準」又は別添 53「二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに

指示装置の取付装置の技術基準」に定める基準を準用する。 

 

15 後退灯 

原動機付三・四輪自転車（後退機能を有しないものを除く。）には、次の基準に適

合する後退灯を備えなければならない。 

15.1 後退灯の灯光の色、明るさ等は、協定規則第 148 号の規則 4.及び 5.8.に定め

る基準とする。ただし、施行規則第 62 条の３第 1 項の規定による認定を行う場合

以外の場合にあっては、協定規則第 148号の規則 5.8.の規定にかかわらず、最小光

度及び最大光度は、協定規則第 148 号の規則 6.に定める基準に適合すればよいも

のとし、交換式電球の受金形状は、定格電球を使用する場合にあっては JIS 規格

C7709 に定められた形状、定格電球以外の電球を使用する場合にあってはその他の

誤組付防止措置が図られた形状であればよいものとする。 

15.2 後退灯の取付位置、取付方法等は、別添 52「灯火器及び反射器並びに指示装置

の取付装置の技術基準」又は別添 53「二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示

装置の取付装置の技術基準」に定める基準を準用する。 

 

16 灯光の色等の制限 

原動機付三•四輪自転車には、灯火装置若しくは反射器又は指示装置と類似する

等により他の交通の妨げとなるおそれのある灯火又は反射器を備えてはならない。 

16.1. 他の交通の妨げとなるおそれのある灯火又は反射器については細目告示第 62

条の規定を準用する。 

 

17 窓ふき器 

前面ガラスには、前面ガラスの直前の視野を確保できる自動式の窓ふき器を備えな

ければならない。 
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令和７年６月 17 日 

国 自 基 第 4 9 号 

国 自 審 第 5 6 5 号 

 

四国運輸局長 殿 

 

 

物流・自動車局長（押印省略） 

 

 

「原動機付三・四輪自転車の構造・装置に係る技術基準について」等の

廃止について 

 

原動機付三・四輪自転車の安全性の確保については、道路運送車両の保安基準（昭

和 26年運輸省令第 67号）、「原動機付三・四輪自転車の構造・装置に係る技術基準に

ついて」（昭和 59 年 10 月 16 日付け地技第 85 号、地審第 280 号）等によることとし

ていたところであるが、今般、新たに「原動機付三・四輪自転車の構造及び装置に係

る技術基準」を定めることとしたので、「原動機付三・四輪自転車の構造・装置に係る

技術基準について」（昭和 59年 10月 16日付け地技第 85号、地審第 280号）及び「原

動機付三・四輪自転車の構造・装置に係る技術基準等の細部取扱いについて」（昭和

59年 10月 19日付け地技第 86号、地審第 281号）は廃止する。 

なお、現に、道路運送車両法施行規則（昭和 26 年運輸省令第 74 号）第 62 条の３

の規定に基づく型式認定を申請している原動機付三・四輪自転車については従前の例

によることとして差し支えないものとする。 

また、別紙１及び別紙２のとおり関係団体あて通知したので念のため申し添える。 
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令 和 ７ 年 ９ 月 2 6 日 

物流・自動車局車両基準・国際課 

物 流 ・自 動車 局 審 査・リコール課 

電気自動車等のバッテリー火災に対する安全性を確保します 

～道路運送車両の保安基準等の改正について～ 

我が国は、電気自動車等の安全を確保しつつ普及を促進するため、平成 19 年に世界で初めて電

気自動車等の乗員の安全確保に関する基準を策定し、それをベースに国際基準を策定・強化し、電

気自動車の安全性を確保しています。 

本年３月の国連自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）において、更なる安全対策として日

本から提案し議論されていた、電気自動車等のバッテリーが異常発熱を起こした場合であっても乗員を

保護するための要件が合意されたことを受け、このたび、道路運送車両の保安基準等を改正すること

とします。 

１．改正の概要 

（１）バッテリー火災発生時の乗員保護性能確認試験を義務づけ 

電気自動車等で走行用のモーターに使用するバッテリーについて、何らかの原因で異常発熱をしたことを想定し、

一部の電池を過熱させたときに、火災、爆発又は車内への煙の放出がないか等、乗員の安全が確保されているか

を確認する基準を導入します。 

＜基準の概要＞ 

レーザーを照射するなどして電池を意図的に過熱したとき、乗員が脱出するための時間を確保するため、以下

のいずれかの要件を満たすことを確認する。 

＜要件＞ 

・バッテリー全体が異常発熱に至らないこと。・異常発熱を検知し運転者に対する警告信号を発し、かつ、警

告開始から５分間は火災、爆発及び車内への煙の放出のいずれも発生しないこと。 

＜適用時期＞ 

新型車：令和９年９月 継続生産車：令和 12 年９月 

（２）その他の改正 

① 「電気式ハイブリッド自動車及び複数の駆動用電動機を備えた電気自動車のシステム出力の決定に係る

協定規則（第 177 号）」等を導入するため、所要の改正を行います。 

② 令和６年 12 月 24 日に公表された「自動車の型式指定に係る不正行為の防止に向けた検討会」の取り

まとめを踏まえ、基準の適用時期を統合する見直しを行います。 

２．公布・施行 

公 布：令和７年９月26日 

施 行：公布の日。ただし、協定規則第177号に係る部分は令和７年９月27日。 

 

問い合わせ先 

物流・自動車局 車両基準・国際課：松坂、藤澤 

電話 03-5253-8111（内線 42532）、03-5253-8602（直通） 

審査 ・ リコール課：柴崎、野田 

電話 03-5253-8111（内線 42313）、03-5253-8596（直通） 
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電気自動車等の安全性に関する国際基準

➢ 日本では、2007年に世界で初めて電気自動車等の乗員保護に関する安全基準を策定。 2011年に国連自動車基準調
和世界フォーラム（WP.29）において、当該基準をベースとした国際基準が成立。その後、段階的に規制強化。

➢ 2025年3月、国際基準の改正が合意され、バッテリー火災を抑制し乗員を保護するための試験法が追加された。当該
試験法においては、日本提案であるレーザーを活用した試験方法が盛り込まれた。

➢ 2025年9月（予定）の発効にあわせ、今般、国内法令にも取り入れる。

➢ バッテリー火災の抑制と乗員保護に係る試験法の追加

バッテリーの異常発熱による車両火災を模擬するため、電池にレーザーを照
射し過熱させる※等の方法で電池の内部短絡を発生させる

改正概要
＜電気自動車等の安全基準の要件（例）＞

適用日

新型車：2027年９月 継続生産車：2030年９月

➢ 感電に対する保護

✓ バッテリー及び高電圧部分からの感電に対する保護

➢ 電池の安全性

✓ 車両衝突時の衝撃に対する保護

✓ 車外からの火炎に対する保護

✓ 被水時における保護

✓ バッテリー火災の抑制と乗員保護
※今次改正により試験方法が追加

➢ 識別表示

✓ 電気自動車等（バス及び大型トラックに限る。）の
車体への識別表示

◆ 判定要件

乗員が脱出するための時間を確保するため、以下のいずれかの要件を満たすこと。

✓ 電池が異常発熱に至らないこと。
✓ 電池の異常発熱を検知し運転者に対する警告信号を発し、かつ、警告開始

から５分間は火災、爆発及び車内への煙の放出のいずれも発生しないこと。

※レーザーを照射する方式は日本が提案したもの。

別紙
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令和７年９月 
物流・自動車局 

 

道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令について 

 

１．背景 

我が国は、自動車の安全基準等について国際的な整合性を図り自動車の安全性等を確保

するため、国際連合の「車両並びに車両への取付け又は車両における使用が可能な装置及

び部品に係る調和された技術上の国際連合規則の諸採択並びにこれらの国際連合の諸規

則に基づいて行われる認定の相互承認のための条件に関する協定」に平成 10年に加入し、

現在、当該協定に基づく規則（以下「協定規則」という。）について段階的に採用を進めて

いるところである。 

今般、国際連合自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）第 195回会合において、「電気

式ハイブリッド自動車及び複数の駆動用電動機を備えた電気自動車のシステム出力の決

定に係る協定規則（第 177 号）」が新たに採択されたほか、「制動に関するカテゴリーM、

N、Oの車両の認可に関する統一規定（第 13号）」等の改訂が採択された。 

また、令和６年 12月 24日に公表された「自動車の型式指定に係る不正行為の防止に向

けた検討会」の取りまとめを踏まえ、基準の適用時期を統合する見直しを行うこととした。 

これらを踏まえ、道路運送車両の保安基準（昭和 26年運輸省令第 67号。以下「保安基

準」という。）、装置型式指定規則（平成 10年運輸省令第 66号）等について、所要の改正

を行う必要がある。 

 

２．概要 

（１）道路運送車両の保安基準の一部改正 

道路運送車両法（昭和 26年法律第 185号。以下「法」という。）第３章の規定に基づ

く保安基準について、以下の改正を行う。 

(ア) 自動車に備える走行距離計について、表示されている走行距離の精度要件を追加

する。（第 46条関係） 

【適用日】 

新型車：令和 10年９月１日  継続生産車：令和 12年９月１日 

 

(イ) 一般原動機付自転車について、表示、取付位置及び精度等の基準に適合する走行

距離計を備えなければならないこととする。（第 65条の２関係） 

【適用日】 

新型車：令和 10年９月１日  継続生産車：令和 12年９月１日 

 

（２）装置型式指定規則の一部改正 
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以下の改正を行う。 

(ア) 協定規則の改訂に伴い、装置型式指定規則において引用する協定規則の番号を以

下のとおり改める。（第５条関係） 

 

第 13号第 14改訂版 ⇒ 第 13号第 15改訂版 

第 39号改訂版 ⇒ 第 39号第２改訂版 

第 100号第４改訂版 ⇒ 第 100号第５改訂版 

第 171号初版 ⇒ 第 171号改訂版 

（新設）  第 177号初版 

 

 

(イ) 法第 75 条の３第８項の規定により型式指定を受けたものとみなす特定装置に、

協定規則第 177 号に基づき認定された「自動車駆動用出力装置」を追加する。（第

５条関係） 

 

（３）その他の関係省令の一部改正 

上記のほか、関係する省令の規定について、所要の改正を行う。 

 

３．今後のスケジュール 

公 布： 令和７年９月 26日 

施 行： 令和７年９月 26日。ただし、２．（２）（ア）（協定規則第 177号に係る部分に

限る。）及び２．（２）（イ）は、令和７年９月 27日 
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令 和 ７ 年 ９ 月 
物流・自動車局車両基準・国際課 
物流・自動車局審査・リコール課 

 

道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示について 

 

１．背景 

我が国は、自動車の安全基準等について国際的な整合性を図り自動車の安全性等を確保

するため、国際連合の「車両並びに車両への取付け又は車両における使用が可能な装置及

び部品に係る調和された技術上の国際連合規則の諸採択並びにこれらの国際連合の諸規

則に基づいて行われる認定の相互承認のための条件に関する協定」に平成 10年に加入し、

現在、当該協定に基づく規則（以下「協定規則」という。）について段階的に採用を進めて

いるところである。 

今般、国際連合自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）第 195回会合において、「電気

式ハイブリッド自動車及び複数の駆動用電動機を備えた電気自動車のシステム出力の決

定に係る協定規則（第 177 号）」が新たに採択されたほか、「制動に関するカテゴリーM、

N、Oの車両の認可に関する統一規定（第 13号）」等の改訂が採択された。 

また、令和６年 12月 24日に公表された「自動車の型式指定に係る不正行為の防止に向

けた検討会」の取りまとめを踏まえ、基準の適用時期を統合する見直しを行うこととした。 

これらを踏まえ、「道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14年国土交通省

告示第 619 号）」、「道路運送車両の保安基準第２章及び第３章の規定の適用関係の整理の

ため必要な事項を定める告示（平成 15 年国土交通省告示第 1318 号）」、「装置型式指定規

則第５条第１項及び共通構造部型式指定規則第５条の２の国土交通大臣が告示で定める

国を定める告示（平成 13年国土交通省告示第 1088号）」、「道路運送車両法施行規則第 36

条第７項第３号の規定に基づき登録試験機関に準ずるものとして国土交通大臣が定める

外国の機関を定める告示（平成 27年国土交通省告示第 583号）」及び「道路運送車両法関

係手数料規則に基づく自動車、特定共通構造部若しくは特定装置の型式についての指定又

は特定改造等の許可の申請に係る手数料の額の算出に関し必要な事項を定める告示（平成

28年国土交通省告示第 618号）」について、所要の改正を行う必要がある。 

 

２．概要 

（１）道路運送車両の保安基準の細目を定める告示の一部改正 

以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

(ア) 協定規則の改訂に伴い、引用する協定規則の番号を以下のとおり改める。 
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第 13号第 14改訂版 ⇒ 第 13号第 15改訂版 

第 39号改訂版 ⇒ 第 39号第２改訂版 

第 100号第４改訂版 ⇒ 第 100号第５改訂版 

第 171号初版 ⇒ 第 171号改訂版 

（新設）  第 177号初版 

 

(イ) 自動車に備える走行距離計について、表示されている走行距離の精度要件を追加

する。また、一般原動機付自転車に備える走行距離計について、表示、取付位置及

び精度等の基準に適合しなければならないこととする。 

【適用日】 

新型車：令和 10年９月１日  継続生産車：令和 12年９月１日 

 

(ウ) 車両総重量 3.5トン以下の電気式ハイブリッド自動車及び駆動用電動機を複数備

えた電気自動車について、協定規則第 177号に基づき出力を測定してもよいことと

する。 

 

(エ) 自動車※に備える原動機用蓄電池について、熱連鎖（注）試験を義務付け、当該試験

の結果が乗員の安全確保に係る要件に適合しなければならないこととする。 

※ 二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型 

特殊自動車、小型特殊自動車、被牽引自動車を除く。 

【適用日】 

新型車：令和９年９月１日  継続生産車：令和 12年９月１日 

 

注：熱連鎖とは、原動機用蓄電池を構成するうちの一部の電池が熱暴走（電池温度

の上昇が制御不能な状態をいう。）を起こした際に、その熱暴走が隣接する電池に

広がることをいう。 

 

（２）道路運送車両の保安基準第２章及び第３章の規定の適用関係の整理のため必要な事

項を定める告示の一部改正 

道路運送車両の保安基準(昭和 26 年運輸省令第 67 号)第 58 条及び第 67 条の２の規

定に基づく「道路運送車両の保安基準第２章及び第３章の規定の適用関係の整理のた

め必要な事項を定める告示（平成 15 年国土交通省告示第 1318 号）」について、適用

時期の統合を行うほか、所要の改正を行う。 

 

（３）装置型式指定規則第５条第１項及び共通構造部型式指定規則第５条の２の国土交通
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大臣が告示で定める国を定める告示の一部改正 

協定規則の改訂に伴い、特定装置の規則番号について所要の改正を行う。 

 

（４）その他の関係告示の一部改正 

上記のほか、関係する告示の規定について、所要の改正を行う。 

 

３．今後のスケジュール 

公 布： 令和７年９月 26日 

施 行： 令和７年９月 26日。ただし、２．（１）（ア）（協定規則第 177号に係る部分に

限る。）、２．（１）（ウ）及び２．（３）（協定規則第 177号に係る部分に限る。）は、

令和７年９月 27日 
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令和７年１０月１日 

                            物 流 ・ 自 動 車 局 
自 動 車 整 備 課 

冬用タイヤ交換時には確実な作業の実施をお願いします！ 

令和４年２月に設置された「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会」にお

いて、大型車の車輪脱落事故事例について調査、分析を行い、同年 12 月に中間とりまとめを公

表しました。調査結果から、事故車両の多くにタイヤ脱着作業時のワッシャ付きホイール・ナ

ットの点検、さび取り清掃や各部位への潤滑剤の塗布、さらにはホイール・ナットが円滑に回

るかの確認が不十分である等、適切なタイヤ脱着作業やタイヤ脱着作業後の増し締めが実施さ

れていないなどの問題点が確認されており、昨年度においても引き続き同様の事例が確認され

ています。 

こうした状況を踏まえ、令和７年 10 月から令和８年２月にかけて「大型車の車輪脱落事故防

止キャンペーン」を実施します。 

 

【主な取り組み】 

 適切なタイヤ脱着作業や保守管理の徹底を周知 

 不適切な脱着作業を防ぐため、余裕を持って正

しい脱着作業を行えるよう、冬用タイヤ交換作

業の平準化を推進 

 車輪脱落予兆検知装置について普及促進（国か 

  らの補助を最大５万円受けることができます。） 

 以上３点について、降雪地域だけでなく、全国 

に周知啓発活動を展開 

 

＜添付資料＞ 

別紙１：車輪脱落事故発生状況 

別紙２：大型車の車輪脱落事故防止のための啓発チラシ 

別紙３：ホイールボルト、ナットやディスクホイール、ハブの錆に注意！ 

    啓発チラシ 

別紙４：車輪脱着予兆検知装置のご案内チラシ 

大型車の冬用タイヤへの交換時期に車輪の脱落事故が増加する傾向を踏ま

え、タイヤ脱着時の確実な作業及び保守管理の徹底を呼びかける「大型車の車

輪脱落事故防止キャンペーン」を実施します。 

<問い合わせ先> 

物流・自動車局自動車整備課 松井、坂本 

代表:03-5253-8111（内線：42413） 

直通:03-5253-8599 

車輪脱着作業から車輪脱落事故までの期間別

発生件数（令和６年度） 
（件） 

車輪脱着作業後1ヶ月以内に 

約45％（54件）発生 
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年度別の大型車の車輪脱落事故の発生件数（過去10年間）
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車輪脱落事故の月別発生件数（令和６年度）
（件）

車輪脱落事故発生状況 別紙１

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

※ 車両総重量8トン以上の自動車又は乗車定員30人以上の自動車であって、車輪を取り付けるホイール・ボルトの折損
又はホイール・ナットの脱落により車輪が自動車から脱落した事故

（年度）

n=120
120件のうち、12月～２月に56％（67件）発生と冬期に集中

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

• 事故件数は増加傾向であったが、令和６年度は120件
発生、令和５年度（142件）より22件減少した。

• 車輪脱落事故に伴う人身事故は３件、内３名が重軽
傷を負った。
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車輪脱落事故発生状況

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告
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事故車両の使用の本拠の位置（令和５年度との比較）

令和５年度（142件）

令和６年度（120件）

（件）

事故車両の使用の本拠の位置は
前年度と同様
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～１ヶ月 ～２ヶ月 ～３ヶ月 ～４ヶ月 ～５ヶ月 ～６ヶ月 ６ヶ月～ 不明

車輪脱着作業から車輪脱落事故発生までの期間（令和６年度）

車輪脱着作業後１ヶ月以内に、車輪脱落
事故が発生したものが45％（54件）

（件）

n=120
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車輪脱落事故発生状況

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告
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車歴別の車輪脱落事故の発生件数（令和２年度～令和６年度）

初度登録年から４年経過以降に多く発生

定期点検整備

10%

臨時整備

2%

タイヤ交換等

83%

不明

5%

タイヤ脱着作業内容別

令和６年度
１２０件

冬用タイヤなどタイヤ交換等が
大半を占める

左前輪

2%
右前輪

2%

左後輪

92%

右後輪

4%

令和６年度
１２０件

脱落した車輪位置

左後輪に集中する傾向は、
前年度と変化なし

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告
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大型車ユーザー

52%

タイヤ専業店

27%

自動車整備事業者

13%

不明・その他

8%

タイヤ脱着作業実施者別

令和６年度
１２０件

車輪脱落事故発生状況

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

大型車ユーザー自らのタイヤ脱着作
業が大半を占める傾向は、前年度と
変化なし

※ 車両総重量8トン以上の自動車又は乗車定員30人以上の自動車であって、車輪を取り付けるホイール・ボルトの折損又はホ
イール・ナットの脱落により車輪が 自動車から脱落した事故

※ 各母数は調査できなかったものも含まれているため、各割合は●％以上と表示した
出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

➢ 各作業実施者に同種不備があり、潤滑剤塗布未実施（不適切）の割合が高い

作業実施者 大型車の使用者
（62件のうち）

タイヤ専業店
（33件のうち）

整備事業者
（16件のうち）

作業等不備割合
※１件に複数の
不備もあり

潤滑剤塗布未実施・
不適切
【50％以上】

潤滑剤塗布未実施・
不適切
【21.2％以上】

潤滑剤塗布未実施・
不適切
【18.7％以上】

トルクレンチ等不使用
【16.1％以上】

トルクレンチ等不使用
【9.0％以上】

トルクレンチ等不使用
【6.2％以上】

ホイール・ナット等清
掃未実施
【12.9％以上】

ホイール・ナット等清
掃未実施
【6.0％以上】

ホイール・ナット等清
掃未実施
【0％】

タイヤ脱着作業実施者別タイヤ脱着作業時における不備（令和６年度）
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車輪脱落事故車両調査

➢ 令和６年度に発生した車輪脱落事故車両120台のうち98台に対して、

各部品に劣化・損傷状態や、タイヤ脱着作業の実施状況を確認する
事故車両調査を実施した。

➢ 事故車両調査の結果、

・ホイール・ナットとワッシャのすき間に潤滑剤の塗布が見られず、ホ
イール・ナットとワッシャがスムーズに回転しないものや、ワッシャが
固着しているもの

・ホイール・ボルトやナットに著しいさびがあるものや、ゴミ等の異物が
付着しているもの
・ディスク・ホイールやハブ等に著しいさびがあるもの
等、適切なタイヤ脱着作業が実施されていない車両が確認された。

事故車両調査により確認された各部品の劣化・損傷事例

潤滑剤が塗布されていない 締め付け不良・潤滑剤が塗
布されていない

ディスク・ホイールやハブの錆び

ディスク・ホイールの表面全体が
錆びている。

ホイール・ナットが滑らかに回
転せず、油分が付着していな
かった。

ホイール・ボルトのねじ部が
ディスク・ホイールとの干渉に
より損傷。また、油分が付着し
ていなかった。

ハブのディスク・ホイール当たり
面に錆が付着。-19-
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令和７年 11 月 20 日 

物 流 ・ 自 動 車 局 

貨 物 流 通 事 業 課  

安 全 政 策 課 

審 査 ・ リコール課  

自 動 車 整 備 課  

    

物流・自動車局での大雪時の大型車立ち往生防止対策について 

～今冬の立ち往生の発生を抑止するために～ 

  

 

① 車両対策：自動車ユーザーの皆様へ 

 積雪・凍結路では、必ず適切な冬用タイヤの装着をお願いします。 

 また、運行前に冬用タイヤの溝深さが新品時の５０％以上残っていることを、「プラット

ホーム」で確認をお願いします。 

 チェーンの装着方法の事前確認、携行及び立ち往生する前の早めの装着をお願いし

ます。 

 

② 運送事業者対策：トラック・バス事業者の皆様へ 

 年末年始の輸送等に関する安全総点検※の実施項目「６．大雪に対する輸送の安全確

保の実施状況」について、重点的に確認をお願いします。 

 運送事業者は、大雪時等輸送の安全の確保に支障を生ずるおそれがあるときは、運

行の中止等の指示、冬用タイヤの溝の深さ、滑り止めの措置が講じられていることの

確認等、輸送の安全を確保するために必要な措置を講じることが必要です。 

 雪道において、悪質な立ち往生事案が発生した場合は、監査で事実関係を確認した上

で、講じた措置が不十分と判断されれば行政処分の対象となります。 

※ https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk2_000003.html 

 

③ 荷主対策：荷主の皆様へ 

 大雪などの異常気象による突発的な事象により、運送経路の変更や運送の中止など

 物流・自動車局では、令和２年 12 月以降の大雪により、関越道、北陸道等において多く

の大型車両が立ち往生したことで、大量の車両が路上に滞留する事案が発生したことを踏

まえ、今冬も、①車両対策（冬用タイヤの装着、チェーンの装着方法の事前確認、携行及び

早めの装着の徹底）、②運送事業者対策（輸送の安全を確保するために必要な措置の実

施、運輸局による指導・監査）、③荷主対策（荷主への周知体制の確立）を３つの柱とする

大雪時の立ち往生防止対策を実施しています。 

 運送事業者や自動車使用者の皆様におかれましては、改めて下記注意点をご確認の上

で、冬期の走行に万全を期して頂きますようよろしくお願いいたします。 
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の必要が生じ、その原因となった事象がやむを得ないと認められる場合には、運送経

路の変更等を認めるよう、ご協力をお願いします。 

 大雪などの異常気象により、運送に支障を来すことが予め予想される場合には、配送

拠点に留置する在庫の積み増しや、予定されていた配送時間の前倒し、運送可能域

内での物資の融通を行うことにより、トラック事業者に対する急ぎの運送依頼を控えて

いただくようお願いします。 

 

（その他）気象情報の活用 

 気象庁 HP の「今後の雪」も活用のうえで、事前に天気予報をご確認ください。 

https://www.jma.go.jp/bosai/snow/ 

 

【添付資料】 

・【別紙１】『雪道での立ち往生に注意！』（パンフレット） 

・【別紙２】『冬用タイヤの溝深さに注意！』（チラシ） 

 

 

 

 

【お問い合わせ先】 

（①関係） 

審査・リコール課 鯖戸、田中 

代表：03-5253-8111 （内線：42354） 

直通：03-5253-8597 

自動車整備課 松井、坂本 

代表：03-5253-8111 （内線：42413） 

直通：03-5253-8599 

（②関係） 

安全政策課 本田、山本 

代表：03-5253-8111 （内線：41615） 

直通：03-5253-8565 

（③関係） 

貨物流通事業課 篠塚、髙橋、桝井 

代表：03-5253-8111 （内線：41332） 

直通：03-5253-8575 
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道路で大型車が立ち往生すると、深刻な交通渋滞や通行止め
を引き起こします。

積雪・凍結路では、必ず適切な冬用タイヤを装着するととも
に、チェーンの携行・早めの装着を心掛けてください。

交通渋滞等を引き起こした運送事業者等には監査を行い、
講じた措置が不十分と判断されれば処分の対象となります。

別紙１
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冬用タイヤの選び方

冬用タイヤの使用限度

残り溝深さが「プラットホーム」に達している
状態。冬用タイヤとして使用できません。

プラットホーム

オールシーズンタイヤは、ちらつく程度の降雪で路面と一部
接触可能な積雪状況を想定したタイヤです。

路面を覆うほどの過酷な積雪路・凍結路においては、スタッ
ドレス表記(国内表記)又はスノーフレークマーク(国際表記)
が表示されている冬用タイヤを全車輪に装着してください。

溝深さが50%以上残っていることを「プラットホーム」で
確認しましょう。（一部海外メーカー品は除く）

スタッドレス表記の例 スノーフレークマーク
タイヤの側面に表示
されています。
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チェーンの効果

チェーンの携行・装着

チェーンを駆動輪に装着すると、冬用タイヤより積雪・凍結
路での発進・登坂性能が向上します。

チェーンのサイズや締め方が不適切な場合、タイヤとの間で
滑りが生じ効果が得られません。

大雪警報が発表されるなど相当量の積雪が見込まれる場合等
にはチェーンを携行してください。

降雪時には、立ち往生する前に早めのチェーン装着を心掛け
ましょう。立ち往生した後の装着は極めて困難です。

大型車用金属チェーン

性能限界

冬用タイヤ及びチェーンのいずれも性能限界があり、万能で
はありません。例えば、車両のバンパーに接触するような新
雪の深い積雪路では走行困難です。

運行前に道路・気象情報を確認し、運行の可否や経路を検討
してください。 -30-



立ち往生が発生しやすい車両

二軸駆動車に比べて駆動軸が
空転しやすい。

トレーラー付近の積雪により
走行抵抗が増大。

駆動軸に十分な荷重がかから
ず、発進性能が低下。

トラクションコントロール※

等の機能が搭載されていない。

空

「自動車を安全に使うためには」→

自動車を安全に使うための注意点を発信
しています。

以下の特徴を持つ車両は、積雪路等において特に立ち往生が
発生しやすい傾向にあるので注意が必要です。

←駆動軸

後前一軸駆動車

後一軸駆動車

←駆動軸 ←駆動軸

←駆動軸

※発進時等に駆動輪の回転を制御し空転を低減する装置

電話番号：03-5253-8111（内線：423５４）
03-5253-8597（直通）

国土交通省
物流・自動車局
審査・リコール課
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令 和 ８ 年 １ 月 ９ 日 

物流・自動車局車両基準・国際課 

審 査 ・ リコール課 

ペダル踏み間違い時加速抑制装置の基準を強化します！ 

～道路運送車両の保安基準等の改正について～ 

国土交通省では、高齢者等によるペダル踏み間違いによる事故を防止するため、ペダル踏み間違

い時加速抑制装置に関する国連基準の策定を主導するとともに、国内基準の強化を図っています。 

今般、国連自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）において、ペダル踏み間違い時加速抑制

装置について、停止状態だけでなく、クリープ走行時※もペダル踏み間違いを検知して急加速を抑制す

ることを求める性能要件の強化などを含む国連基準の改正が合意されたことを受け、道路運送車両の

保安基準等を改正することとします。 

これにより、ペダル踏み間違いによる事故のより一層の削減が期待されます。 

 

１．主な改正の概要（詳細は別紙参照） 

（１）「ペダル踏み間違い時加速抑制装置」の性能要件の強化及び義務付け対象車種の拡大 
 

 改正後 改正前 

① 義務付け対象車種の拡大 
乗用車（※１） 

貨物自動車（※２） 
乗用車（※１） 

② 検知対象の障害物の追加 車両・壁・歩行者 車両・壁 

③ 急加速を抑制するための 

要件追加 

停止状態・クリープ走行状態 

からの急加速抑制 
停止状態からの急加速抑制 

※１ 乗車定員 10 人未満のオートマチック車に限る。   

※２ 車両総重量 3.5ｔ以下のオートマチック車に限る。 

 

 

（２）その他の改正 

「緊急車線維持システムに係る協定規則（第 178 号）」等を導入するため、所要の改正を行います。 

 

２．公布・施行 

公 布：令和８年１月９日 

施 行：令和８年１月11日（一部、同年３月31日） 

 

 

問い合わせ先 

物流・自動車局 車両基準・国際課：松坂、池端 

電話 03-5253-8111（内線 42532）、03-5253-8602（直通） 

審査 ・ リコール課：柴崎、野田 

電話 03-5253-8111（内線 42313）、03-5253-8596（直通） 

※オートマチック車がブレーキを離した際にゆっくり前に進む状態 

＜適用時期＞ 

 新型車：令和 12 年９月 

 継続生産車：令和 14 年９月 
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ペダル踏み間違い時加速抑制装置に関する国際基準（R175-01）の概要

⚫ 令和４年、国連の自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）において、日本の提案により、日本発の安全技術である「ペダル踏
み間違い時加速抑制装置」の検討を開始し、令和６年11月の国際基準成立を受け、令和７年6月に国内基準（保安基準）
を改正・公布。

⚫ この度、更なる安全対策のため、クリープ走行時の要件の追加や対象車種を拡大する等の改正提案がWP.29で合意されたことから、
令和８年1月に国内基準を改正・公布。

○ 急加速抑制に関する要件
障害物（車両、壁、歩行者）の手前1.0m及び1.5mで、以下の状態から
アクセルをフルストロークまで踏み込んだ場合に、①又は②のいずれかであること
【停止状態】
① 障害物に衝突しないこと 又は
② 障害物との衝突時の速度が8km/hを超えず、障害物が無い状態に比

べて30％以上速度が低下していること
【クリープ走行状態】
① 障害物に衝突しないこと 又は
② 衝突時点又はそれより前に、加速を抑制すること

主な要件

対象車種
障害物までの距離
1.0m及び1.5m

：フルストロークまでアクセルを踏み込む

＜試験法の概要＞

＜装置の作動イメージ＞

運転者がクラッチ操作を必要としない

適用日

新型車 令和12年9月 ／ 継続生産車 令和14年9月

○ ドライバーへの警報に関する要件
• 視覚警報が必須 等

乗用車（乗車定員10人未満）

貨物車（車両総重量3.5t以下）

停止 クリープ

○ 機能の解除条件に関する要件
• 解除中のドライバーへの表示
• 機能の復帰条件 等

※赤字は、今回の改正により追加される部分
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令和７年 12 月 

物流・自動車局 

 

道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令案について 

 

１．背景 

我が国は、自動車の安全基準等について国際的な整合性を図り自動車の安全性等を確

保するため、国際連合の「車両並びに車両への取付け又は車両における使用が可能な装

置及び部品に係る調和された技術上の国際連合規則の諸採択並びにこれらの国際連合の

諸規則に基づいて行われる認定の相互承認のための条件に関する協定」に平成 10年に加

入し、現在、当該協定に基づく規則（以下「協定規則」という。）について段階的に採用

を進めているところである。 

今般、国際連合自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）第 196回会合において、「緊

急車線維持システムに係る協定規則（第 178号）」が新たに採択されたほか、「シート、

シートアンカー及びヘッドレストに係る協定規則（第 17号）」、「ペダル踏み間違い時加

速抑制装置に係る協定規則（第 175号）」等の改訂が採択された。 

これらを踏まえ、道路運送車両の保安基準（昭和 26年運輸省令第 67号。以下「保安

基準」という。）、装置型式指定規則（平成 10年運輸省令第 66号）、道路運送車両法関係

手数料規則（平成 28年国土交通省令第 17号）等について、所要の改正を行う必要があ

る。 

 

２．概要 

（１）道路運送車両の保安基準の一部改正 

道路運送車両法（昭和 26年法律第 185号。以下「法」という。）第３章の規定に基

づく保安基準について、以下の改正を行う。 

(ア) 自動車に備える前向き座席に任意でヘッドレストを備える場合には、技術的要

件を適用することとする。（第 22条の４関係） 

【適用日】 

新型車：令和８年９月１日  継続生産車：令和 10年９月１日 

(イ) ペダル踏み間違い時加速抑制装置の適用対象に小型貨物自動車を追加する。（第

８条関係） 

【適用日】 

新型車：令和 12年９月１日  継続生産車：令和 14年９月１日 
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（２）装置型式指定規則の一部改正 

以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

(ア)  協定規則の改訂等に伴い、装置型式指定規則において引用する協定規則の番号

を以下のとおり改める。（第５条関係） 

第 17号第 11改訂版 ⇒ 第 17号第 12改訂版 

第 41号第５改訂版 ⇒ 第 41号第６改訂版 

（新設） ⇒ 第 126号初版 

第 173号初版 ⇒ 第 173号改訂版 

第 174号初版 ⇒ 第 174号改訂版 

第 175号初版 ⇒ 第 175号改訂版 

（新設）  第 178号初版 

(イ)  法第 75条の３第１項の規定により型式指定の対象となる特定装置に、協定規

則第 126号に基づき認定された「仕切り装置」及び協定規則第 178号に基づき認

定された「緊急車線維持装置」を追加する。（第２条関係） 

(ウ)  法第 75条の３第８項の規定により型式指定を受けたものとみなす特定装置

に、協定規則第 126号に基づき認定された「仕切り装置」及び協定規則第 178号

に基づき認定された「緊急車線維持装置」を追加する。（第５条関係） 

(エ)  法第 75条の４第１項の規定に基づく特別な表示を付すことができる特定装置

として、協定規則第 126号に基づき認定された「仕切り装置」及び協定規則第

178号に基づき認定された「緊急車線維持装置」を追加する。（第３号様式関係） 

 

（３）道路運送車両法関係手数料規則の一部改正 

(ア)  協定規則第 126号及び協定規則第 178号の新規採択に伴い、「仕切り装置」及

び「緊急車線維持装置」が特定装置となったため、型式の指定を申請する者が、

当該装置の保安基準適合性審査を受ける際に独立行政法人自動車技術総合機構に

納付すべき手数料の額を新たに規定する。 

(イ)  協定規則第 175号の改訂により、試験工数に変更が生じるため、型式の指定を

申請する者が、当該装置の保安基準適合性審査を受ける際に独立行政法人自動車

技術総合機構に納付すべき手数料の額を改訂する。 

(ウ)  能力基準適合証明書の交付を受けた者が、当該証明書の記載事項の変更部分の

み審査を受ける際に独立行政法人自動車技術総合機構に納付すべき手数料の額を

改訂する。 
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（４）自動車の特定改造等の許可に関する省令の一部改正 

   能力基準適合証明書の交付を受けた者が、当該証明書の記載事項を変更しようとす

る場合、国及び独立行政法人自動車技術総合機構は当該変更部分のみ審査することと

する制度の合理化を行う。この場合において、新たに交付する能力基準適合証明書の

有効期間は、変更前の能力基準適合証明書の有効期間の残存期間とする。 

 

（５）その他の関係省令の一部改正 

上記のほか、関係する省令の規定について、所要の改正を行う。 

 

３．今後のスケジュール（予定） 

公 布： 令和８年１月９日（金） 

施 行： 令和８年１月 11日（日）。ただし、協定規則第 126号に係る部分は、令和８

年３月 31日（火）。 
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令和７年 12 月 
物流・自動車局 

 

道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示案について 

 

１．背景 

我が国は、自動車の安全基準等について国際的な整合性を図り自動車の安全性等を確保

するため、国際連合の「車両並びに車両への取付け又は車両における使用が可能な装置及

び部品に係る調和された技術上の国際連合規則の諸採択並びにこれらの国際連合の諸規

則に基づいて行われる認定の相互承認のための条件に関する協定」に平成 10年に加入し、

現在、当該協定に基づく規則（以下「協定規則」という。）について段階的に採用を進めて

いるところである。 

今般、国際連合自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）第 196回会合において、「緊急 

車線維持システムに係る協定規則（第 178号）」が新たに採択されたほか、「シート、シー

トアンカー及びヘッドレストに係る協定規則（第 17号）」、「ペダル踏み間違い時加速抑制

装置に係る協定規則（第 175号）」等の改訂が採択された。 

これを踏まえ、「道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14年国土交通省告

示第 619号）」等について、所要の改正を行う必要がある。 

 

２．概要 

（１）道路運送車両の保安基準の細目を定める告示の一部改正 

以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

(ア) 協定規則の改訂に伴い、引用する協定規則の番号を以下のとおり改める。 

第 17号第 11改訂版 ⇒ 第 17号第 12改訂版 

第 41号第５改訂版 ⇒ 第 41号第６改訂版 

（新設） ⇒ 第 126号初版 

第 173号初版 ⇒ 第 173号改訂版 

第 174号初版 ⇒ 第 174号改訂版 

第 175号初版 ⇒ 第 175号改訂版 

（新設）  第 178号初版 

(イ) 協定規則第 178号の新規採択に伴い、専ら乗用の用に供する自動車であって乗車

定員 10人未満のもの及び貨物の運送の用に供する自動車であって 3.5t以下のもの

には、緊急車線維持装置を備えなければならないこととする。 

 

（２）その他の関係告示の一部改正 

上記のほか、関係する告示の規定について、所要の改正を行う。 
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３．今後のスケジュール（予定） 

公 布： 令和８年１月９日（金） 

施 行： 令和８年１月 11日（日）。ただし、協定規則第 126号に係る部分は、令和８年

３月 31日（火）。 
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緊急車線維持装置（ELKS：Emergency Lane Keeping System）とは、車両が車線を維持できるように、
ドライバーに警報を発するとともに車両の軌道を補正する装置。

2025年6月に国連協定の新規則として成立したことを踏まえ、国内基準にも取り入れる予定。

乗車定員10人未満の乗用車、車両総重量3.5ｔ以下の貨物車

緊急車線維持装置（ELKS）に関する国際基準の概要

○ 車線逸脱警報に関する要件
• 速度が65km/hから130km/hまでの車速範囲で作動すること
• 遅くとも、タイヤ外側逸脱量が白線の内側から0.3mを超えた時点で警報すること
• ドライバーが気付くことのできる複数の警報（視覚、聴覚等）を発すること
○ 車線逸脱を補正するための機能に関する要件

• 速度が70km/hから130km/hまでの車速範囲で作動すること
（上記範囲から減速時は、65km/h未満に減速するまで作動すること）

• タイヤ外側逸脱量が白線の内側から0.3mを超えて逸脱するのを回避すること
• 補正機能作動時はドライバーに視覚警報を発すること

新型車：2029年9月※ ／ 継続生産車：2031年9月※ ※油圧パワステ搭載車両等は段階的に適用

左側への逸脱（例）

右側への逸脱（例）

対象車両

適用日

主な要件
＜装置の作動イメージ＞
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令 和 ８ 年 ３ 月 １ ９ 日  

物 流 ・ 自 動 車 局  

審 査 ・ リ コ ー ル 課  

 

予期せぬ運転異常に対応する安全技術を知ってみよう！ 

～「ドライバー異常時対応システム」作動時の車内・車外の様子を見ることができます～ 

 

１．ドライバー異常時対応システムとは 
体調急変により、運転中に急にドライバーが安全運転を継続

できなくなった際、ドライバーの異常を自動で検知又は同乗者が

非常停止ボタンを押すことにより車両を自動的に停止させる機

能であり、交通事故の回避又は被害軽減に資するものです。 
 
２．システム作動時の状況 
 ○車内 

運転席のメーターパネル等に作動状況が表示されます 
 ○車外 

周囲の道路利用者に対する情報提供（ブレーキランプ点灯

又は点滅、ハザードランプ点滅、ホーン吹鳴）を行いつつ、シス

テムが車両を減速・停止※させます 
※ 車線変更を自動で行って路肩で停止するシステムもあります 

 
３．システム作動時の留意点 

車線変更を自動で行って路肩に寄せて停止させる機能もある

ことから、警告中の車両を見かけたら、「慌てない」、「車間距離

を保つ」、「急な追い越しは避ける」ことが重要です。 
 
４．啓発動画の公開ページ 

国土交通省物流・自動車局審査・リコール課 YouTube  

https://youtu.be/0vESg6ZALDA    

体調急変により、運転中に急にドライバーが安全運転を継続できなくなった際、システムがド

ライバーの異常を検知して周囲の道路利用者に異常を知らせつつ車両を停止する「ドライバー

異常時対応システム」が普及しています。 
当該システムは、体調急変等が生じたドライバーや同乗者はもとより、後続ドライバーなどの

全ての道路利用者における安全・安心の向上に有効です。 
このため、国土交通省は、全ての道路利用者がドライバー異常時対応システム作動時の留

意点をご理解いただくことにより、当該システムの社会受容性を向上するための啓発動画を作

成し、YouTube 国土交通省公式アカウントに公開します。 

（問い合わせ先） 

物流・自動車局審査・リコール課  鯖戸、田中 

代表：03-5253-8111（内線）42354 

直通：03-5253-8597 
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国自整第 279号の２ 

令和８年３月３１日 

 

 

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会 会長 

一般社団法人日本自動車工業会 会長 

一般社団法人全国軽自動車協会連合会 会長 

一般社団法人日本自動車販売協会連合会 会長 

一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会 会長 

一般社団法人日本建設機械工業会 会長 

一般社団法人日本産業車両協会 会長 

一般社団法人日本農業機械工業会 会長 

日本自動車輸入組合 理事長 

日本自動車車体整備協同組合連合会 会長 

ＢＳサミット事業協同組合 会長 

全国自動車電装品整備商工組合連合会 会長 

全国タイヤ商工協同組合連合会 会長 

  全国自動車大学校・整備専門学校協会 会長 

  全国自動車短期大学協会 会長 

  全国自動車教育研究会 会長 

  全国オートバイ協同組合連合会 会長 

 

 

国土交通省物流・自動車局自動車整備課長   

（ 公 印 省 略 ）   

 

 

「道路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等を 

オンラインにより実施する上での留意事項について」の一部改正について 

 

 

標記につきまして、別紙のとおり各地方運輸局長及び沖縄総合事務局長に対し通知しましたの

で、貴会（貴組合）におかれましては、傘下会員（組合員）に対し周知徹底方お願い致します。 

 

 

殿（単名各通） 

別紙 
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 別添 

「道路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等をオンラインにより実施する上での留意事項について」 

（令和７年７月８日付け国自整第70号）の一部改正について（新旧対照表） 

（下線部が改正箇所） 
新 旧 

国 自 整 第 70号  

令和７年７月８日 

国 自 整 第 279号 

最終改正 令和８年３月31日 

 

 

各地方運輸局自動車技術安全部長 殿 

 沖縄総合事務局運輸部長 殿 

 

物流・自動車局自動車整備課長   

 

道路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等を 

オンラインにより実施する上での留意事項について 

 

本文（略） 

 

附則 （令和８年３月31日 国自整第２７９号） 

本改正規定は、令和８年３月３１日から施行する。 

 

 

別添 

道路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等を 

オンラインにより実施する上での留意事項 

 

国 自 整 第 70号  

令和７年７月８日 

 

 

 

 

各地方運輸局自動車技術安全部長 殿 

 沖縄総合事務局運輸部長 殿 

 

物流・自動車局自動車整備課長   

 

道路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等を 

オンラインにより実施する上での留意事項について 

 

本文（略） 

 

（新設） 

 

 

 

別添 

道路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等を 

オンラインにより実施する上での留意事項 
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 別添 

第１ 共通事項 

 

１．基本方針 

 「道路運送車両法施行規則」（昭和26年運輸省令第74号）に規定する整備主任

者研修、電子制御装置整備の整備主任者に係る運輸支局長等が行う講習及び

「指定自動車整備事業規則」（昭和37年運輸省令第49号）に規定する自動車検

査員研修（以下「研修等」という。）並びに「自動車整備士技能検定規則」（昭

和26年運輸省令第71号）に規定する自動車整備士養成施設の教育（以下「教育」

という。）について適用し、研修等は第２を、教育は第３をそれぞれ適用する。 

 

（研修等又は教育における留意事項としてそれぞれ第２、第３に移設） 

 

２．配信方式 

オンラインにより研修等を実施する場合は、次に掲げる配信方式を採用する

こと。なお、次に掲げる配信方式を複数併用してオンラインによる研修等を実

施することは差し支えない。 

⑴ サテライト配信方式 

サテライト配信方式とは、対面により講師又は学科指導員が説明等を行

う会場（以下「本会場」という。）と本会場以外の会場（以下「別会場」と

いう。）を、情報通信機器を通して、同時に研修等又は教育を行う方式をい

う。 

⑵ ライブ配信方式 

ライブ配信方式とは、本会場及び別会場以外の場所において、情報通信

機器を通して、同時かつ双方向に研修等又は教育を行う方式をいう。 

⑶ オンデマンド配信方式 

オンデマンド配信方式とは、本会場及び別会場以外の場所において、情

報通信機器を通して、動画ファイルを再生して研修等又は教育を行う方式

をいう。 

 

（新設） 

 

１．基本方針 

  「道路運送車両法施行規則」（昭和26年運輸省令第74号）に規定する整備主

任者研修、電子制御装置整備の整備主任者に係る運輸支局長等が行う講習、「指

定自動車整備事業規則」（昭和37年運輸省令第49号）に規定する自動車検査員

研修及び「自動車整備士技能検定規則」（昭和26年運輸省令第71号）に規定す

る自動車整備士養成施設の教育（以下「研修等」という。）について適用する。 

 

 

２．留意事項 

 

３．配信方式 

オンラインにより研修等を実施する場合は、次に掲げる配信方式を採用する

こと。なお、次に掲げる配信方式を複数併用してオンラインによる研修等を実

施することは差し支えない。 

⑴ サテライト配信方式 

サテライト配信方式とは、対面により講師が説明等を行う会場（以下

「本会場」という。）と本会場以外の会場（以下「別会場」という。）を、

情報通信機器を通して、同時に行う方式をいう。 

 

⑵ ライブ配信方式 

ライブ配信方式とは、本会場及び別会場以外の場所において、情報通信

機器を通して、同時かつ双方向に研修等を行う方式をいう。 

⑶ オンデマンド配信方式 

オンデマンド配信方式とは、本会場及び別会場以外の場所において、情

報通信機器を通して、動画ファイルを再生して研修等を行う方式をいう。 
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第２ 地方運輸局長又は運輸支局長等が行う自動車整備事業に関する研修等 

１．留意事項 

⑴ 受講者の研修等受講機会の拡大及び負担軽減並びに整備事業者の業務効

率化を図る観点から、研修実施機関の体制を踏まえ、対面での実施に加えて

可能な範囲でオンライン研修の活用を検討するよう留意すること。 

⑵ オンラインにより研修等を実施する場合にあっては、次に掲げる事項につ

いて留意すること。 

① 対面により実施する場合と同等の教育水準を維持すること。 

② 受講者のなりすまし等を防止するために個人ＩＤやパスワードの発行、

その他適切な方法により、受講者の個人識別を確実に行うこと。 

③ 受講者ごとに、研修等を受けた日時、研修等の項目名のほか、必要とな

る項目を管理するなどして受講状況を確実に把握すること。 

④ 研修等を行う講師又はその補助者が受講者の受講状況を適切に確認し

得る体制を構築すること。 

⑤ その他法令の規定を遵守すること。 

 

（第１ ２．に移設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自動車整備事業に関する研修等のみに分割して新設） 

２．留意事項 

⑴ 研修等は、対面による実施が基本であって、オンラインによる実施を義務

付けるものではない点に留意すること。 

 

⑵ オンラインにより研修等を実施する場合にあっては、次に掲げる事項につ

いて留意すること。 

① 対面により実施する場合と同等の教育水準を維持すること。 

② 受講者のなりすまし等を防止するために個人ＩＤやパスワードの発行、

その他適切な方法により、受講者の個人識別を確実に行うこと。 

③ 受講者ごとに、研修等を受けた日時、研修等の項目名のほか、必要とな

る項目を管理するなどして受講状況を確実に把握すること。 

④ 研修等を行う講師又はその補助者が受講者の受講状況を適切に確認し

得る体制を構築すること。 

⑤ その他法令の規定を遵守すること。 

 

３．配信方式 

オンラインにより研修等を実施する場合は、次に掲げる配信方式を採用する

こと。なお、次に掲げる配信方式を複数併用してオンラインによる研修等を実

施することは差し支えない。 

⑴ サテライト配信方式 

サテライト配信方式とは、対面により講師が説明等を行う会場（以下

「本会場」という。）と本会場以外の会場（以下「別会場」という。）を、

情報通信機器を通して、同時に行う方式をいう。 

⑵ ライブ配信方式 

ライブ配信方式とは、本会場及び別会場以外の場所において、情報通信

機器を通して、同時かつ双方向に研修等を行う方式をいう。 

⑶ オンデマンド配信方式 

オンデマンド配信方式とは、本会場及び別会場以外の場所において、情

-44-



 別添 

 

 

２．実施方法 

  「第１ ２．配信方式」に定める配信方式による研修等の実施方法に関す

る留意事項については次のとおりとする。 

 ⑴ サテライト配信方式 

サテライト配信方式を採用する場合、次に掲げる事項に留意すること。 

① 本会場には、当該研修等に関する講師を配置すること。 

② 別会場には、講師の補助者を配置すること。 

③ 別会場の受講者の人数は、講師の補助者が受講者の受講状況を認識で

きる人数までとする。 

④ 不正防止対策を図るとともに、受講者に不適切な行為が認められた場

合には、当該研修等を受講したと認めないものとする。 

 

 

⑵ ライブ配信方式 

ライブ配信方式を採用する場合、次に掲げる事項に留意すること。 

① 受講者の数については、講習効果に鑑み、受講者に対する必要な指

導、質疑応答、視聴状況確認等を適切に行うことが可能な人員とするこ

と。 

② 受講者の受講状況を情報通信機器のカメラ等により確認できる体制を

設けること。 

③ 不正防止対策を図るとともに、次に掲げる場合は、当該研修等を受講

したと認めないものとする。 

 

(ｲ) 受講以外の行動をしていた 

(ﾛ) 長時間離席していた場合 

(ﾊ) 画面を見ていない場合 

(ﾆ) 通信環境の脆弱による回線の切断等により、長時間研修等から離脱

報通信機器を通して、動画ファイルを再生して研修等を行う方式をいう。 

 

４．実施方法 

  「３．配信方式」に定める配信方式による研修等の実施方法に関する留意

事項については次のとおりとする。 

 ⑴ サテライト配信方式 

サテライト配信方式を採用する場合、次に掲げる事項に留意すること。 

① 本会場には、当該研修等に関する講師を配置すること。 

② 別会場には、講師の補助者を配置すること。 

③ 別会場の受講者の人数は、講師の補助者が受講者の受講状況を認識で

きる人数までとする。 

④ 不正防止対策を図るとともに、受講者に不適切な行為が認められた場

合には、当該研修等を受講したと認めないものとし、自動車整備士養成

施設の教育にあっては、受講したと認めないものとした時間を教育時間

数に含めないこととする。 

⑵ ライブ配信方式 

ライブ配信方式を採用する場合、次に掲げる事項に留意すること。 

① 受講者の数については、講習効果に鑑み、受講者に対する必要な指

導、質疑応答、視聴状況確認等を適切に行うことが可能な人員とするこ

と。 

② 受講者の受講状況を情報通信機器のカメラ等により確認できる体制を

設けること。 

③ 不正防止対策を図るとともに、次に掲げる場合は、当該研修等を受講

したと認めないものとし、自動車整備士養成施設の教育にあっては、受

講したと認めないものとした時間を教育時間数に含めないこととする。 

(ｲ) 受講以外の行動をしていた 

(ﾛ) 長時間離席していた場合 

(ﾊ) 画面を見ていない場合 

(ﾆ) 通信環境の脆弱による回線の切断等により、長時間研修等から離脱
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していた場合 

(ﾎ) その他受講していると認められない場合 

⑶ オンデマンド配信方式 

オンデマンド配信方式を採用する場合、次に掲げる事項に留意すること。 

  ① 動画の内容については、地方運輸局、運輸支局、自動車技術総合機構、

自動車整備振興会又は学識経験者（以下「研修動画作成者」という。）に

おいて検討すること。 

  ② 動画の内容の検討に当たっては、研修動画作成者相互の間又は各研修動

画作成者の内部において、内容又はパートごとに担当を定めることができ

るものとし、担当を定めた場合には、当該担当がそれぞれの役割に応じて

検討を行うこと。 

③ 研修動画作成者は、その検討結果に基づく動画の作成に当たり、動画の

内容を十分に精査した上で、当該動画について責任をもって作成するこ

と。ただし、動画の加工、編集その他これらに付随する作業については、

必要に応じて外部に委託することを妨げない。 

④ 動画の内容については、時宜にかなう適切な内容となるよう随時見直し

を行うこと。 

⑤ 質疑応答については、動画の視聴終了後に質問フォームの表示又はこ

れに類する手法によって、講師と受講者の双方向性が確保された効果的

なものとすること。 

⑥ 受講者の受講状況を情報通信機器のカメラ等により確認できる体制を

設けること。 

⑦ 不正防止対策を図るとともに、次に掲げる場合は、当該研修等を受講

したと認めないものとする。 

 

(ｲ) 受講以外の行動をしていた場合 

(ﾛ) 長時間離席していた場合 

(ﾊ) 画面を見ていない場合 

(ﾆ) 動画を早送りで再生した場合 

していた場合 

(ﾎ) その他受講していると認められない場合 

⑶ オンデマンド配信方式 

オンデマンド配信方式を採用する場合、次に掲げる事項に留意すること。 

  ① 動画への出演のほか、当該動画の内容の検討については、講師が実施す

ること。 

 

  ② 動画に出演する講師がその選任を解かれた場合には、原則として、当該

講師が出演していた動画を使用しないこと。ただし、当該講師が出演して

いた動画を使用しなければならない特別な事情がある場合はこの限りで

ない。 

③ 動画については、同一の研修等の講師が全編にわたって出演する必要は

なく、複数の講師が出演することも可能とするが、複数の講師で一つの動

画の内容を検討した場合は、少なくともそのうちの一人は動画に出演する

こと。 

④ 動画の内容については、時宜にかなう適切な内容となるよう随時見直し

を行うこと。 

⑤ 講師による指導や質疑応答については、動画の視聴終了後に質問フォー

ムが表示されるといった講師と受講者の双方向性が確保された効果的な

ものとすること。 

⑥ 受講者の受講状況を情報通信機器のカメラ等により確認できる体制を

設けること。 

⑦ 不正防止対策を図るとともに、次に掲げる場合は、当該研修等を受講

したと認めないものとし、自動車整備士養成施設の教育にあっては、受

講したと認めないものとした時間を教育時間数に含めないこととする。 

(ｲ) 受講以外の行動をしていた場合 

(ﾛ) 長時間離席していた場合 

(ﾊ) 画面を見ていない場合 

(ﾆ) 動画を早送りで再生した場合 
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(ﾎ) その他受講していると認められない場合 

⑧ オンデマンド配信方式による受講が困難な者を集合させ、大型スクリー

ン等の設備を用いて動画を上映する方法により研修を実施することがで

きる。この場合において、実施担当者が⑤から⑦に掲げる事項に相当する

措置を講じるものとする。 

 

３．オンデマンド配信方式によるオンライン研修への移行 

  受講者の研修等受講機会の拡大及び負担軽減並びに整備事業者の業務効率

化を図る観点から、以下によりオンデマンド配信方式によるオンライン研修

へ段階的に移行するものとする。 

⑴ オンデマンド配信方式によるオンライン研修の対象とする研修 

整備主任者研修（法令研修に限る。）及び自動車検査員研修については、

オンデマンド配信方式によるオンライン研修を実施するものとし、これら

以外の研修については、オンデマンド配信方式への移行は任意とする。 

⑵ オンデマンド配信方式によるオンライン研修への移行時期 

⑴の対象とする研修に関し、令和８年度以前については、従前の対面に

よる研修に加え、サテライト配信方式、ライブ配信方式又はオンデマンド

配信方式のいずれかにより研修を実施することができる。 

令和９年度以降については、原則オンデマンド配信方式に限り実施する

ものとする。ただし、受講者の要望や地域の実情等を踏まえ、必要な回数

に限り対面による研修（第２ ２．(3)⑧の方法による実施を含む）又は他

の方式により実施して差し支えないが、オンデマンド配信方式による受講

への将来的な移行を図るため、その実施回数の縮減等の措置を講じるもの

とする。 

⑶ オンデマンド配信方式によるオンライン研修の実施方法 

オンデマンド配信方式によるオンライン研修は、自動車整備振興会が運

用する研修システム又はその他地方運輸局長又は運輸支局長等が適切と判断

する研修システムを利用して実施する。 

運輸支局及び自動車整備振興会は、研修の実施準備、運営、受講者管理

(ﾎ) その他受講していると認められない場合 

⑧ 自動車整備士養成施設の教育は、受講の進捗状況に応じた内容及びタイ

ミングで動画を視聴できるよう計画するなど、個々の受講者に対する理解

度が一層高まるような研修等の実施に努めること。 

 
 
（新設） 
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等について綿密に連携し、協力して実施するものとする。 

 

第３ 自動車整備士養成施設が行う教育 
１．留意事項 

⑴ 教育は、対面による実施が基本であって、オンラインによる実施を義務付

けるものではない点に留意すること。 

 

⑵ オンラインにより教育を実施する場合にあっては、次に掲げる事項につい

て留意すること。 

① 対面により実施する場合と同等の教育水準を維持すること。 

② 受講者のなりすまし等を防止するために個人ＩＤやパスワードの発行、

その他適切な方法により、受講者の個人識別を確実に行うこと。 

③ 受講者ごとに、教育を受けた日時、教育の項目名のほか、必要となる項

目を管理するなどして受講状況を確実に把握すること。 

④ 教育を行う学科指導員又は学科指導員の補助を行う者が受講者の受講

状況を適切に確認し得る体制を構築すること。 

⑤ その他法令の規定を遵守すること。 

 

（第１ １．に移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自動車整備士養成施設の教育のみに分割して新設） 

２．留意事項 

⑴ 研修等は、対面による実施が基本であって、オンラインによる実施を義務

付けるものではない点に留意すること。 

 

⑵ オンラインにより研修等を実施する場合にあっては、次に掲げる事項につ

いて留意すること。 

① 対面により実施する場合と同等の教育水準を維持すること。 

② 受講者のなりすまし等を防止するために個人ＩＤやパスワードの発行、

その他適切な方法により、受講者の個人識別を確実に行うこと。 

③ 受講者ごとに、研修等を受けた日時、研修等の項目名のほか、必要とな

る項目を管理するなどして受講状況を確実に把握すること。 

④ 研修等を行う講師又はその補助者が受講者の受講状況を適切に確認し

得る体制を構築すること。 

⑤ その他法令の規定を遵守すること。 

 

３．配信方式 

オンラインにより研修等を実施する場合は、次に掲げる配信方式を採用する

こと。なお、次に掲げる配信方式を複数併用してオンラインによる研修等を実

施することは差し支えない。 

⑴ サテライト配信方式 

サテライト配信方式とは、対面により講師が説明等を行う会場（以下

「本会場」という。）と本会場以外の会場（以下「別会場」という。）を、

情報通信機器を通して、同時に行う方式をいう。 

⑵ ライブ配信方式 

ライブ配信方式とは、本会場及び別会場以外の場所において、情報通信

機器を通して、同時かつ双方向に研修等を行う方式をいう。 
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２．実施方法 

  「第１ ２．配信方式」に定める配信方式による教育の実施方法に関する

留意事項については次のとおりとする。 

 ⑴ サテライト配信方式 

サテライト配信方式を採用する場合、次に掲げる事項に留意すること。 

① 本会場には、当該教育を行う学科指導員を配置すること。 

② 別会場には、学科指導員又は学科指導員の補助を行う者を配置するこ

と。 

（削除） 

③ 不正防止対策を図るとともに、受講者に不適切な行為が認められた場

合には、当該教育を受講したと認めないものとし、受講したと認めない

ものとした時間は教育時間数に含めないこととする。 

 

⑵ ライブ配信方式 

ライブ配信方式を採用する場合、次に掲げる事項に留意すること。 

① 受講者の数については、講習効果に鑑み、受講者に対する必要な指

導、質疑応答、視聴状況確認等を適切に行うことが可能な人員とするこ

と。 

② 受講者の受講状況を情報通信機器のカメラ等により確認できる体制を

設けること。 

③ 不正防止対策を図るとともに、次に掲げる場合は、当該教育を受講し

たと認めないものとし、受講したと認めないものとした時間は教育時間

数に含めないこととする。 

 

(ｲ) 受講以外の行動をしていた 

⑶ オンデマンド配信方式 

オンデマンド配信方式とは、本会場及び別会場以外の場所において、情

報通信機器を通して、動画ファイルを再生して研修等を行う方式をいう。 

 

４．実施方法 

  「３．配信方式」に定める配信方式による研修等の実施方法に関する留意

事項については次のとおりとする。 

 ⑴ サテライト配信方式 

サテライト配信方式を採用する場合、次に掲げる事項に留意すること。 

① 本会場には、当該研修等に関する講師を配置すること。 

② 別会場には、講師の補助者を配置すること。 

③ 別会場の受講者の人数は、講師の補助者が受講者の受講状況を認識で

きる人数までとする。 

④ 不正防止対策を図るとともに、受講者に不適切な行為が認められた場

合には、当該研修等を受講したと認めないものとし、自動車整備士養成

施設の教育にあっては、受講したと認めないものとした時間を教育時間

数に含めないこととする。 

⑵ ライブ配信方式 

ライブ配信方式を採用する場合、次に掲げる事項に留意すること。 

① 受講者の数については、講習効果に鑑み、受講者に対する必要な指

導、質疑応答、視聴状況確認等を適切に行うことが可能な人員とするこ

と。 

② 受講者の受講状況を情報通信機器のカメラ等により確認できる体制を

設けること。 

③ 不正防止対策を図るとともに、次に掲げる場合は、当該研修等を受講

したと認めないものとし、自動車整備士養成施設の教育にあっては、受

講したと認めないものとした時間を教育時間数に含めないこととする。 

(ｲ) 受講以外の行動をしていた 

(ﾛ) 長時間離席していた場合 
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 別添 

(ﾛ) 長時間離席していた場合 

(ﾊ) 画面を見ていない場合 

(ﾆ) 通信環境の脆弱による回線の切断等により、長時間教育から離脱し

ていた場合 

(ﾎ) その他受講していると認められない場合 

⑶ オンデマンド配信方式 

オンデマンド配信方式を採用する場合、次に掲げる事項に留意すること。 

  ① 動画への出演のほか、当該動画の内容の検討については、学科指導員が

実施すること。 

  ② 動画に出演する学科指導員がその選任を解かれた場合には、原則とし

て、当該学科指導員が出演していた動画を使用しないこと。ただし、当該

学科指導員が出演していた動画を使用しなければならない特別な事情が

ある場合はこの限りでない。 

③ 動画については、同一の教育の学科指導員が全編にわたって出演する必

要はなく、複数の学科指導員が出演することも可能とするが、複数の学科

指導員で一つの動画の内容を検討した場合は、少なくともそのうちの一人

は動画に出演すること。 

④ 動画の内容については、時宜にかなう適切な内容となるよう随時見直し

を行うこと。 

⑤ 講師による指導や質疑応答については、動画の視聴終了後に質問フォー

ムの表示又はこれに類する手法によって、学科指導員と受講者の双方向性

が確保された効果的なものとすること。 

⑥ 受講者の受講状況を情報通信機器のカメラ等により確認できる体制を

設けること。 

⑦ 不正防止対策を図るとともに、次に掲げる場合は、当該教育を受講し

たと認めないものとし、受講したと認めないものとした時間は教育時間

数に含めないこととする。 

 

(ｲ) 受講以外の行動をしていた場合 

(ﾊ) 画面を見ていない場合 

(ﾆ) 通信環境の脆弱による回線の切断等により、長時間研修等から離脱

していた場合 

(ﾎ) その他受講していると認められない場合 

⑶ オンデマンド配信方式 

オンデマンド配信方式を採用する場合、次に掲げる事項に留意すること。 

  ① 動画への出演のほか、当該動画の内容の検討については、講師が実施す

ること。 

  ② 動画に出演する講師がその選任を解かれた場合には、原則として、当該

講師が出演していた動画を使用しないこと。ただし、当該講師が出演して

いた動画を使用しなければならない特別な事情がある場合はこの限りで

ない。 

 

③ 動画については、同一の研修等の講師が全編にわたって出演する必要は

なく、複数の講師が出演することも可能とするが、複数の講師で一つの動

画の内容を検討した場合は、少なくともそのうちの一人は動画に出演する

こと。 

④ 動画の内容については、時宜にかなう適切な内容となるよう随時見直し

を行うこと。 

⑤ 講師による指導や質疑応答については、動画の視聴終了後に質問フォー

ムが表示されるといった講師と受講者の双方向性が確保された効果的な

ものとすること。 

⑥ 受講者の受講状況を情報通信機器のカメラ等により確認できる体制を

設けること。 

⑦ 不正防止対策を図るとともに、次に掲げる場合は、当該研修等を受講

したと認めないものとし、自動車整備士養成施設の教育にあっては、受

講したと認めないものとした時間を教育時間数に含めないこととする。 

(ｲ) 受講以外の行動をしていた場合 

(ﾛ) 長時間離席していた場合 
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 別添 

(ﾛ) 長時間離席していた場合 

(ﾊ) 画面を見ていない場合 

(ﾆ) 動画を早送りで再生した場合 

(ﾎ) その他受講していると認められない場合 

⑧ 受講の進捗状況に応じた内容及びタイミングで動画を視聴できるよう

計画するなど、個々の受講者に対する理解度が一層高まるような教育の実

施に努めること。 

 

(ﾊ) 画面を見ていない場合 

(ﾆ) 動画を早送りで再生した場合 

(ﾎ) その他受講していると認められない場合 

⑧ 自動車整備士養成施設の教育は、受講の進捗状況に応じた内容及びタイミン

グで動画を視聴できるよう計画するなど、個々の受講者に対する理解度が一層高

まるような研修等の実施に努めること。 
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令和８年４月２８日 

物流・自動車局審査・リコール課 

リ コ ー ル 監 理 室  

 

令和７年度のリコール総届出件数及び総対象台数について（速報値） 

 

令和７年度のリコール届出の総届出件数及び総対象台数の速報値をお知ら
せいたします。 

（ ）内は、対前年度比 

 
総届出件数 総対象台数 

国産車 159 件（  -8 件） 3,595,894台(-3,328,821 台) 

輸入車 199 件（ +29件） 418,538台(-221,715台) 

合 計 358 件（ +21件） 4,014,432台(-3,550,536 台) 

 

 

【参考】対象台数が多かったリコール届出（上位３件）（令和７年度） 

  対象台数 車名 通称名 不具合の内容 届出年月日 

１ 1,285,002 トヨタ 他 
ヴォクシー 他 

計４２車種 

パノラミックビューモニターにおい

て、車両周辺の映像がずれたり、一時

的に停止または映らなくなるおそれ 

R7.10.30 

２ 646,376 トヨタ 他 
アルファード 他 

計２１車種 

コンビネーションメータにおいて、速

度計や警告灯等が確認できないおそ

れ 

R7.7.16 

３ 405,963 ダイハツ 他 
ムーヴ 他 

計５車種 

ブレーキブースタに穴があき、ブレー

キペダルの操作力が増大し、制動距離

が長くなるおそれ 

R8.3.26 

 

（問い合わせ先） 

国土交通省物流・自動車局審査・リコール課 

リコール監理室  太田・藤坂 

電話  03-5253-8111（代表）（内線 42353） 
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自動車のリコール総届出件数及び総対象台数の年度別推移 

（昭和 44 年度から令和 7 年度までの 57 年間）    
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令 和 ８ 年 ５ 月 28 日  

物流・自動車局 技術・環境政策課  

 

大賞は、スバル「フォレスター」！！ 

～自動車安全性能 2025 ファイブスター大賞発表～ 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スバル「フォレスター」は、歩行者や自転車との万が一の衝突時に備えた「サイクリスト対応歩行者保護エアバ

ッグ」の採用により歩行者頭部保護試験等で 2025 年度の最高得点を記録するなど優れた成績を収め、総合評

価で 184．62／193．8 点と、2025 年度における最高得点を獲得し、「ファイブスター大賞」を受賞しました。 

 自動車アセスメントとは： 

自動車の安全性能を評価・公表し、より安全な自動車の普及を促進する事業。本事業は、ユーザーの皆様の 

安全な自動車を選択する際の参考としていただくこと、自動車メーカーのより安全な製品の開発を促すことを 

目的としています。 

 ファイブスター賞とは： 

予防安全性能と衝突安全性能が最高ランクかつ、事故自動緊急通報装置を搭載している車種に与えられる賞。 

 ファイブスター大賞とは： 

ファイブスター賞を受賞した車種の中で、最高得点を獲得した車種に与えられる賞。 
 

 

 

 

※ 過去の評価結果及びチャイルドシートの評価結果は、ナスバホームページをご参照ください。 

ナスバホームページ： https://www.nasva.go.jp/mamoru/index.html 

 

国土交通省とナスバが 2025 年度に行った自動車アセスメント（自動車安全性能 2025）において、

「自動車安全性能 2025 ファイブスター大賞」にスバル「フォレスター」が輝きました。 

 同時発表：ナスバ(（独）自動車事故対策機構)

【お問い合わせ先】 
物流・自動車局 技術・環境政策課 吉成、白藤 
（代表）03-5253-8111（内線 42254）、（直通）03-5253-8591 

＜補足資料＞ 
 別紙１：自動車アセスメントの概要 
 別紙２：自動車安全性能 2025 の評価結果 
 別紙３：自動車安全性能 2025 の評価結果の見方 

 

 別紙４：評価結果一覧 
 別紙５：ファイブスター大賞ロゴデザインの変更 

★自動車安全性能 2025 ファイブスター大賞★ 

スバル「フォレスター」 
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後面衝突頚部保護 歩行者頭部保護

等

自動車アセスメントの概要

自動車等の安全性能の評価・公表を行うことによって、ユーザーが安全な車選びをしやすいように、そして車を
作るメーカーのより安全な車の開発を促進するために自動車アセスメント事業を平成７年度より実施

市販されている自動車を対象に、被害軽減ブレーキのような事故を未然に防ぐ技術を評価する「予防安全 性能
評価」、衝突時の乗員や歩行者の安全性を評価する「衝突安全性能評価」等を行い、その結果を公表

※自動車アセスメントの一環として、「チャイルドシート」の安全性能比較試験（前面衝突試験、使用性評価試験）も実施

２．評価試験の実施

１．試験車種の選定・購入

３．結果の公表

販売台数が多い車両を中心に評価試験の対象車種を選定し、市販されている状態の車両を購入

衝突被害軽減ブレーキの試験、衝突試験など、様々な安全性能評価試験を実施

結果を車種ごとに点数化して公表。
（結果は、自動車メーカーの広報活動等でも活用）

衝突被害軽減ブレーキ

ペダル踏み間違い時加速抑制 車線逸脱抑制

等

2024

自動車安全性能 ファイブスター大賞

＜予防安全性能評価＞ ＜衝突安全性能評価＞

2023

フルラップ前面衝突 新オフセット前面衝突
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令 和 ８ 年 ６ 月 ４ 日 

物流・自動車局車両基準・国際課 

物流・自動車局審査・リコール課 

後退時の安全性を高めるライト、装備可能に！ 

～道路運送車両の保安基準等の改正について～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

１．主な改正の概要（詳細は別紙参照） 

車両後退表示投影装置（自動車の後退時に 

車両後方の路面に図柄を投影することにより、 

歩行者や自転車利用者等の周囲の交通に対し 

てその旨を示す灯火）について、自動車への 

備付けを可能とし、備えた場合の要件を規定 

する。（保安基準第 40 条の２関係） 

 

２．公布・施行 

公 布：令和８年６月４日  

施 行：令和８年６月４日（一部、令和９年４月１日） 

 

 

対象車種：自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、 

三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動 

車を除く。） 

国土交通省では、自動車の安全基準等について、国際的な整合を図りつつ、安全性

等を確保するため、順次、拡充・強化を進めています。 

今般、国連自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）の国際基準の改正に伴い、自

動車の後退時に車両後方の路面に図柄を投影して後退の意図を周囲に示す「車両後退

表示投影装置」に関する要件を、道路運送車両の保安基準等に盛り込みました。 

本装置の普及により、車両の後退を歩行者等に分かりやすく伝えることが可能とな

り、車両と歩行者等の事故の未然防止が期待されます。 

＜問合せ先＞ 

物流・自動車局 車両基準・国際課：松坂、藤澤 

電話 03-5253-8111（内線 42532）、03-5253-8602（直通） 

審査・リコール課：柴崎、佐野 

電話 03-5253-8111（内線 42313）、03-5253-8596（直通） 
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車両後退表示投影装置に関する国際基準

• 新たに車両後退表示投影装置（自動車の後退時に車両後方の路面に図柄を投影することにより、歩行者や自転車利用
者等の周囲の交通に対してその旨を示す灯火）の国際基準の改正が国連自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）にお
いて採択され、自動車に車両後退表示投影装置の装備が可能となるよう道路運送車両の保安基準等を改正する。

• 本装置により、車両と歩行者等との事故の未然防止が期待できる。

主な要件

対象車種

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車
並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車を除く。）

後退灯の点灯時作動条件

白色の長方形を組み合わせた表示を
最大２セット（図１参照）

色・形状等

自動車後方の路面の一定範囲
（図２参照）

投影可能な
範囲

路面に照射する光の光度は12,000 cd以下

ただし、雨天時においては、路面からの反射に
よる眩しさを低減するため、自動的に消灯又は
光度を8,000 cd以下に低減

光度

図１ 色・形状のイメージ 図２ 投影可能な範囲

別紙
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令和８年５月 

物流・自動車局 

 

道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令案について 
 

１．背景 

我が国は、自動車の安全基準等について国際的な整合性を図り自動車の安全性等を確保

するため、国際連合の「車両並びに車両への取付け又は車両における使用が可能な装置及

び部品に係る調和された技術上の国際連合規則の諸採択並びにこれらの国際連合の諸規

則に基づいて行われる認定の相互承認のための条件に関する協定」（以下「協定」という。）

に平成 10 年に加入し、現在、当該協定に基づく規則（以下「協定規則」という。）につい

て段階的に採用を進めているところである。 

今般、国際連合自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）第 197 回会合において、「灯火

器の取付けに係る協定規則（第 48 号）」等の改訂が採択された。 

これを踏まえ、道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号。以下「保安基準」

という。）、装置型式指定規則（平成 10 年運輸省令第 66 号）、共通構造部型式指定規則（平

成 28 年国土交通省令第 15 号）、道路運送車両法関係手数料規則（平成 28 年国土交通省令

第 17 号）、自動車の特定改造等の許可に関する省令（令和２年国土交通省令第 66 号）等

について、所要の改正を行う必要がある。 

 

２．概要 

 以下に掲げる改正のほか、所要の改正を行うこととする。 

⑴ 道路運送車両の保安基準の一部改正（第１条関係） 

① 車両の後退を示す表示を車両後方の路面に投影することにより、後方にいる歩行者

や自転車といった他の交通にその旨を示すことができるものとして、新たに車両後

退表示投影装置の基準を設ける。（保安基準第 40 条の２関係） 

② 低速で走行するときに側方又は後方にある障害物を確認するための低速走行時照

射灯について、車両の側面に加え、後面に備えることができるものとする。（保安基

準第 33 条の３関係） 

③ 任意で備えるカメラやモニタ等の視界を確認する装置について、歩行者等の保護に

関する要件を設ける。（保安基準第 44 条関係） 

 

⑵ 装置型式指定規則の一部改正（第３条関係） 

① 法第 75 条の３第１項の規定により型式指定の対象となる特定装置の種類に、協定

規則第 73 号に基づき認定された「側面保護装置」及び協定規則第 148 号の補足改

定に伴い追加された「車両後退表示投影装置」を追加する。（装置型式指定規則第２

条関係） 

② 法第 75 条の３第８項の規定により指定を受けたものとみなす特定装置の種類に協

定規則第 73 号に基づき認定された「側面保護装置」及び協定規則第 148 号の補足

改定に伴い追加された「車両後退表示投影装置」を追加するとともに、協定規則の

改訂に伴い、対象の規則番号を以下のとおり改める。（装置型式指定規則第５条関
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係） 

第 46 号第６改訂版 ⇒ 第 46 号第７改訂版 

第 134 号第２改訂版 ⇒ 第 134 号第３改訂版 

第 156 号 ⇒ 第 156 号改訂版 

③ 法第 75 条の４第１項の規定に基づく特別な表示を付すことができる特定装置とし

て、協定規則第 73 号に基づき認定された「側面保護装置」及び協定規則第 148 号

の補足改定に伴い追加された「車両後退表示投影装置」を追加する。（装置型式指定

規則第３号様式関係） 

 

⑶ 共通構造部型式指定規則の一部改正（第４条関係） 

協定規則第０号の改訂に伴い、共通構造部型式指定規則において引用する協定規則に

第０号第８改訂版を加える。 

 

⑷ 道路運送車両法関係手数料規則の一部改正（第５条関係） 

① 協定規則第 156 号の改訂により、協定に基づく認可を受けたことを証する書面に記

載されたプログラム等の識別番号の管理が必要となることを踏まえ、自動車等の型

式の指定を申請する者が、当該自動車等の保安基準適合性を証する書面として協定

に基づく認可を受けたことを証する書面を提出する場合における、当該識別番号の

管理に要する工数を考慮し、提出書面の確認に要する手数料の額を改定する。 

② 協定規則第 156 号の改訂により、試験工数に変更が生じるため、特定改造許可を受

けようとする者が、当該者の能力に係る基準適合性審査を受ける際に独立行政法人

自動車技術総合機構に納付すべき手数料の額を改定する。 

③ 協定規則第 73 号の採択及び協定規則第 148 号の補足改定に伴い、「側面保護装置」

及び「車両後退表示投影装置」が特定装置となったため、型式の指定を申請する者

が、当該装置の保安基準適合性審査を受ける際に独立行政法人自動車技術総合機構

に納付すべき手数料の額を新たに規定する。 

④ 協定規則第 46 号、協定規則第 134 号及び協定規則第 156 号の改訂により、試験工数

に変更が生じるため、型式の指定を申請する者が、当該装置の保安基準適合性審査

を受ける際に独立行政法人自動車技術総合機構に納付すべき手数料の額を改定する。 

 

⑸ 自動車の特定改造等の許可に関する省令の一部改正（第６条関係） 

協定規則第 156 号の改訂に伴い、申請者が改正前後のいずれの基準に基づくプログラ

ムの適切な管理及び確実な改変に係る能力を有するかを明確にするため、能力基準適合

証明書の様式について、所要の改正を行う。 

 

３．今後のスケジュール（予定） 

公布・施行：令和８年６月４日（木）（WP.29 第 197 回会合における改訂事項の発効日） 

-59-



 

令和８年５月 

物流・自動車局 

 

道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示案について  
 

１．背景 

我が国は、自動車の安全基準等について国際的な整合性を図り自動車の安全性等を確保

するため、国際連合の「車両並びに車両への取付け又は車両における使用が可能な装置及

び部品に係る調和された技術上の国際連合規則の諸採択並びにこれらの国際連合の諸規

則に基づいて行われる認定の相互承認のための条件に関する協定（以下「協定」という。）」

に平成 10 年に加入し、現在、当該協定に基づく規則（以下「協定規則」という。）につい

て段階的に採用を進めているところである。 

今般、国際連合自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）第 197 回会合において、「灯火

器の取付けに係る協定規則（第 48 号）」等の改訂が採択された。 

これを踏まえ、道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告

示第 619 号）等について、所要の改正を行う必要がある。 

 

２．概要 

 以下に掲げる改正のほか、所要の改正を行うこととする。 

（１）道路運送車両の保安基準の細目を定める告示の一部改正（第１条関係） 

(ア)  協定規則の改訂に伴い、引用する協定規則の番号を以下のとおり改める。 

第 46 号第６改訂版 ⇒ 第 46 号第７改訂版 補助的なカメラを設け

た場合の要件追加 等 

第 134 号第２改訂版 ⇒ 第 134 号第３改訂版 水素を貯蔵する圧力容

器に、追加的に延長配

管を設けた場合、その

配管も認可対象に包含 

第 156 号 ⇒ 第 156 号改訂版 プログラム等の識別番

号の使用義務化 

(イ)  協定規則第 73 号の採択に伴い、巻込防止装置として側面保護装置を備える場合

は協定規則第 73 号の要件を適用することとする。 

（２）道路運送車両の保安基準第２章及び第３章の規定の適用関係の整理のため必要な事

項を定める告示の一部改正（第２条関係） 

道路運送車両の保安基準(昭和 26 年運輸省令第 67 号)第 58 条及び第 67 条の２の規

定に基づく「道路運送車両の保安基準第２章及び第３章の規定の適用関係の整理のた

め必要な事項を定める告示（平成 15 年国土交通省告示第 1318 号）」について、所要

の改正を行う。 
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（３）装置型式指定規則第５条第１項及び共通構造部型式指定規則第５条の２の国土交通

大臣が告示で定める国を定める告示の一部改正（第３条関係） 

装置型式指定規則（平成 10 年運輸省令第 66 号）第２条及び第５条の改正に伴い、

側面保護装置及び車両後退表示投影装置の追加及び特定装置の協定規則の番号を改め

る。 

（４）道路運送車両法関係手数料規則に基づく自動車、特定共通構造部若しくは特定装置

の型式についての指定又は特定改造等の許可の申請に係る手数料の額の算出に関し必

要な事項を定める告示の一部改正（第４条関係） 

道路運送車両法関係手数料規則（平成 28 年国土交通省令第 17 号）の改正に伴い、

道路運送車両法関係手数料規則に基づく自動車、特定共通構造部若しくは特定装置の

型式についての指定又は特定改造等の許可の申請に係る手数料の額の算出に関し必要

な事項を定める告示（平成 28 年国土交通省告示第 618 号）第２条の号番号を改める。 

（５）自動車の特定改造等の許可に関する技術上の基準に係る細目等を定める告示の一部

改正（第５条関係） 

協定規則第 156 号の改訂に伴い、自動車の特定改造等の許可に関する技術上の基準

に係る細目等を定める告示（令和 2 年国土交通省告示第 787 号）にて引用する協定規

則の番号を改める。 

 

３．今後のスケジュール（予定） 

公 布：令和８年６月４日（木）（WP.29 第 197 回会合における改訂事項の発効日） 

施 行：公布の日。ただし、内圧容器及びその附属装置に係る部分は、令和９年４月１日

（木）。 
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国 自 整 第 ８ ７ 号 

令和８年６月２５日 

 

 各地方運輸局自動車交通部長 殿 

 各地方運輸局自動車技術安全部長 殿 

 沖縄総合事務局運輸部長 殿 

 

物流・自動車局 自動車整備課長 

 

 

「自家用車活用事業における自家用車の車両整備管理について」の一部改正について 

 

 

標記通達について別添新旧対照表のとおり改正したので了知されるとともに、遺漏のないよう

取り扱われたい。 
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別添 

「自家用車活用事業における自家用車の車両整備管理について」（令和６年３月 29 日付け、国自整第 283 号）の一部改正について 

新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

新 旧 

国 自 整 第 ２ ８ ３ 号 

令和６年 ３月２９日 

国 自 整 第 ５ ５ 号 

令和８年 ６月 １日 

国 自 整 第 ８ ７ 号 

改正 令和８年６月２５日 

 

各地方運輸局自動車交通部長 殿 

各地方運輸局自動車技術安全部長 殿 

沖縄総合事務局運輸部長 殿 

国土交通省物流・自動車局自動車整備課長 

 

自家用車活用事業における自家用車の車両整備管理について 

 

「法人タクシー事業者による交通サービスを補完するための地域の自家用

車・一般ドライバーを活用した有償運送の許可に関する取扱い（令和６年３月

２９日、国自安第１８１号、国自旅第４３１号、国自整第２８２号）」３．

（３）に基づき車両整備管理に関する取扱いを以下の通り定める。 

 

１．点検整備 

 （略） 

国 自 整 第 ２ ８ ３ 号 

令和６年 ３月２９日 

国 自 整 第 ５ ５ 号 

令和８年 ６月 １日 

 

 

 

各地方運輸局自動車交通部長 殿 

各地方運輸局技術安全部長 殿 

沖縄総合事務局運輸部長 殿 

国土交通省物流・自動車局自動車整備課長 

 

自家用車活用事業における自家用車の車両整備管理について 

 

「法人タクシー事業者による交通サービスを補完するための地域の自家用

車・一般ドライバーを活用した有償運送の許可に関する取扱い（令和６年３月

２９日、国自安第１８１号、国自旅第４３１号、国自整第２８２号）」３．

（３）に基づき車両整備管理に関する取扱いを以下の通り定める。 

 

１．点検整備 

 （略） 
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２．年次検査 

（１）法人タクシー事業者は、自家用車活用事業の用に供する自家用自動車につ

いて、道路運送車両法に基づく検査（以下「継続検査等」という。）に加え

て、有効期間の満了する日から起算して、14か月前から 12か月前までの間

に、指定自動車整備事業者、独立行政法人自動車技術総合機構又は軽自動車

検査協会に当該自動車を提示し、道路運送車両の保安基準（昭和 26年運輸

省令第 67号。以下「保安基準」という。）に適合することの確認（以下「年

次検査」という。）を受けること。ただし、初めて自家用車活用事業の用に

供して一年が経過する日以後初めて受ける継続検査等の日までの間は、当

該自家用自動車について年次検査を行うことを要しない。 

 

（２）（１）の期間内において、自家用車活用事業の用に供する自家用自動車が

継続検査等により有効期間の更新をした場合又は当該自動車を自家用活用

事業の用に供する他の法人タクシー事業者が実施した年次検査の結果を確

認した場合には、年次検査を実施したものとみなす。 

（３）～（６） （略） 

 

別添 （略） 

 

２．年次検査 

（１）法人タクシー事業者は、自家用車活用事業の用に供する自家用自動車につ

いて、道路運送車両法に基づく検査（以下「継続検査等」という。）に加え

て、有効期間の満了する日から起算して、14か月前から 12か月前までの間

に、年次検査を行い、道路運送車両の保安基準（以下「保安基準」という。）

に適合することを確認すること。ただし、初めて自家用車活用事業の用に供

して一年が経過する日以後初めて受ける継続検査等の日までの間は、当該

自家用自動車について年次検査を行うことを要しない。 

 

 

 

（２）（１）の期間内において、自家用車活用事業の用に供する自家用自動車が

継続検査等により有効期間の更新をした場合には、年次検査を実施したも

のとみなす。 

 

（３）～（６） （略） 

 

別添 （略） 
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令 和 ８ 年 ６ 月 2 6 日 

物流・自動車局車両基準・国際課 

日本が主導した世界初の自動運転システムの国際基準が合意 

～安全な自動運転車の開発が加速～ 

○ 令和８年 6 月 23 日から 26 日に、スイス・ジュネーブにおいて、国連自動車基準調和世界

フォーラム（WP.29*）が開催され、レベル４を含む自動運転システムに関する国際基準が

合意されました。 

○ WP.29 傘下の専門家会議において、日本が共同議長として議論をリードし、世界で初めて

策定された基準であり、これにより、我が国の自動車メーカーが安全な自動運転車を効率的

に開発できるようになることが期待されます。 

* WP.29 は、自動車安全・環境基準の国際調和と認証の相互承認を多国間で審議する唯一の場であり、日本も

積極的に参画 

 

１．今回合意された国際基準の概要 

（１）対象車両： レベル３，４を含む自動運転システムを備えた自動車 

（２）具体的な要件 

① 車両の安全性： 交通ルールの遵守や衝突回避、不具合発生時の安全な停止等 

② 製造事業者の組織体制： 安全を確保するための組織体制、社内プロセス等 

③ モニタリング・不具合の改善： 自動運転車のモニタリングを通じた不具合の特定・改善等 

（３）発効時期： 令和９年１月頃 

 

２．国際基準の策定経緯 

令和２年、高速道路等でのレベル 3 の国際基準が合意されましたが、一般道を含むより多くの道路環

境や、レベル４などのより高度な自動運転車の国際基準は策定されていませんでした。このため、日本が

米国、欧州等とともに WP.29 傘下の専門家会議の共同議長を務めて議論を主導し、今般、新たな国

際基準として合意されました。 

 

【参考資料】 

（別添１）自動運転システムの国際基準概要 

（別添２）WP.29 の概要 

 

【問い合わせ先】  

物流・自動車局 車両基準・国際課 島野、山中 

代表：03-5253-8111（内線：42523、42524）、直通：03-5253-8604 

WP.29 における議論の様子 

※副議長を務める猶野車両基準・国際課長 
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⚫ レベル３，４自動運転に関する国際基準について、2026年６月のWP.29で合意。（2027年１月頃発効見込み）

⚫ 日本が提唱した「有能で注意深い人間のドライバーと同等以上の安全性」確保が前提。

⚫ 製造事業者は、当局に対して事前に①車両の安全性、②組織体制の説明を行い、安全要件への適合性が
確認され、市場に投入された後も継続的な③モニタリング・不具合の改善が必要。

①車両の安全性 ②組織体制 ③モニタリング・不具合の改善

製造前の安全確保 市場投入後の安全確保

➢交通状況に応じた挙動

⚫交通ルールの順守、衝突回避

⚫不具合発生時等の安全な停止

➢乗員への情報提供、誤操作防止

➢作動状態の記録、サイバーセ

キュリティの確保

➢安全管理システム (SMS)

自動運転車の安全を確保するため

の組織体制やプロセスを明確化

➢セーフティケース

安全性を「主張、論証、証拠」に沿っ

て構造的に整理

➢シミュレーション環境、試験路、

実交通環境を整備

➢市場投入後の自動運転車の作

動状態をモニタリング

➢安全リスクを早期に特定・改善

➢事案（事故、不具合等）に応じて、

適時に関係国当局へ報告

報告内容の分析・評価

製
造
事
業
者

当
局

安全性の審査

レベル３、４自動運転に関する国際基準
別添1
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自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）の概要

1958年協定
64カ国・１地域

183規則

1998年協定
39カ国・１地域

25規則

国際基準の制定

日本
EU
ロシア
ｵｰｽﾄﾗﾘｱ
ﾏﾚｰｼｱ

スイス
タイ

アメリカ
カナダ
中国
インドなど

など
など

国際基準の制定
認証の相互承認

自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）
World Forum for Harmonization of Vehicle Regulations

国際連合

United Nations

1998年協定執行委員会(AC.3)
WP.29運営委員会(AC.2)

1958年協定運営委員会(AC.1)

１．自動車基準調和世界フォーラムの目的
自動車の安全・環境基準を国際的に調和することや、政

府による自動車の認証の国際的な相互承認を推進すること
を目的

２．自動車基準調和世界フォーラムの組織
傘下に六つの専門分科会を有し技術的、専門的検討を

行う

３．自動車基準調和世界フォーラムのメンバー
欧州各国、１地域（EU）に加え、日本、米国、カナダ、

オーストラリア、南アフリカ、中国、インド、韓国等（日本は
1977年から継続的に参加）及び非政府機関(*) 

４．自動車基準調和世界フォーラムの主な活動内容
次に掲げるそれぞれの協定に基づく規則の制定・改正作業
を行う
・「国連の車両等の型式認定相互承認協定（略称）」
（1958年協定）

・「国連の車両等の世界技術規則協定（略称）」
（1998年協定）

(*) 国際自動車工業会（OICA）、国際二輪自動車工業会（IMMA）
、国際標準化機構（ISO）、欧州自動車部品工業会（CLEPA）、
自動車技術会（SAE）等

別添2
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記録事務代行ポータル 

 
四国運輸局 自動車技術安全部  

 

https://www.kirokujimu-portal.mlit.go.jp/#/  
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何を準備すればいいの？ 専用の機器が必要？  

必要なもの                                    

□パソコン □ＩＣタグリーダーライター □プリンター                

□本人確認ができるもの（マイナンバーカード ｏｒ ＧビズＩＤ）              

※必要な環境を満足すれば、既にお持ちの機器を使用できます。詳細はこちら ↑↑↑

 

利用料金は発生するの？  

記録事務代行アプリの利用に利用料金は発生しません。               

ただし、インターネット回線の通信料やプリンターのインク代等は利用者様のご負担に

なります。 

運輸支局が閉まっている時間であっても、ＯＳＳ申請から

車検証更新まで完了できるの？  

運輸支局の業務時間内に、ＯＳＳ申請の処理が完了したものに限り、ご自身にて更新作

業を行うことができます。 

印刷する検査標章の台紙はどうするの？  

記録事務代行アプリにて電子的に配布申請を行い、運輸支局の承認後、運輸支局にて  

受領していただきます。その際に、申請承認時のメールを印刷してご持参ください。 

 

 自動車保有関係手続のワンストップサービスヘルプデスク 

記録等事務委託制度の関係法令（省令・通達）はこちら 

 

 

国土交通省ＨＰ「記録等事務委託制度について」 

 

 
記録事務代行ポータル 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk6_000053.html 

 

 

０５０－５５４０－２０００ 
受付時間/8:30～17:00（12:00～13:00 を除く）※年末年始を除く平日 
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自動車の登録・検査の法定手数料変更について
（令和８年４月１日）

 近年の人件費・物価の上昇に伴う施設・設備・機器の老朽化更新費及び

自動車検査登録情報処理システムの維持費の増加等に対応するため、

本年４月１日（水）より、自動車の登録・検査の法定手数料を改定します

※ OSS申請と窓口申請で改定額が異なりますのでご注意ください

OSS申請 現行 令和８年４月以降

新車新規登録 500 700

中古車新規登録 700 750

変更登録 350 450

一時抹消登録 350 450

移転登録 500 600

輸出抹消仮登録 350 500

１．登録手数料

窓口申請 現行 令和８年４月以降

新車新規登録
完成検査終了証あり 900 1,300
完成検査終了証なし 700 1,300

中古車新規登録 700 1,300

変更登録 350 500

一時抹消登録 350 500

移転登録 500 700

輸出抹消仮登録 350 500

輸出抹消仮登録証明書の返納（登録識別情報等通知書の交付） 350 500

輸出予定届出証明書 350 500

登録事項等証明書

現在証明 300 400

詳細証明
（現在・保存）

１件あたり 1,000 1,200

２枚を超える場合、１枚ごと 300 400

一括証明 400 500

その他の手続きを含む改定後の手数料一覧はこちら

（円）
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その他の手続きを含む改定後の手数料一覧はこちら

２．検査手数料

OSS申請 現行 令和８年４月以降

国/軽検協 機構 計 国/軽検協 機構 計

新
規
検
査

完成検査

終了証

普通・小型（二輪以外） 1,300 400 1,700 1,700 400 2,100 

軽 1,300 400 1,700 1,700 400 2,100 

小型二輪 1,400 0 1,400 1,800 0 1,800 

保安基準

適合証

普通・小型（二輪以外） 1,300 400 1,700 1,600 400 2,000

軽 1,300 400 1,700 1,600 400 2,000

小型二輪 1,300 0 1,300 1,600 0 1,600
継
続
検
査

保安基準

適合証

普通・小型（二輪以外） 1,200 400 1,600 1,450 400 1,850 

軽 1,200 400 1,600 1,450 400 1,850

大型特殊 1,200 0 1,200 1,450 0 1,450 

小型二輪 1,200 0 1,200 1,500 0 1,500

窓口申請 現行 令和８年４月以降

国/軽検協 機構 計 国/軽検協 機構 計

新

規

検

査

完成検査

終了証

普通・小型（二輪以外） 1,500 400 1,900 2,000 400 2,400 

軽 1,500 400 1,900 2,000 400 2,400

大型特殊 1,500 0 1,500 2,000 0 2,000 

小型二輪 1,400 0 1,400 1,800 0 1,800 

保安基準

適合証

普通・小型（二輪以外） 1,300 400 1,700 1,600 400 2,000

軽 1,300 400 1,700 1,600 400 2,000

大型特殊・小型二輪 1,300 0 1,300 1,600 0 1,600

持込検査

普通自動車 500 2,100 2,600 600 2,300 2,900

小型自動車（二輪以外） 500 2,000 2,500 600 2,200 2,800

軽 1,900 400 2,300 2,400 400 2,800

大型特殊 500 1,700 2,200 600 1,900 2,500

小型二輪 500 1,600 2,100 600 1,800 2,400

継

続

検

査

保安基準

適合証

普通・小型（二輪以外） 1,400 400 1,800 1,700 400 2,100

軽 1,400 400 1,800 1,700 400 2,100

大型特殊 1,400 0 1,400 1,700 0 1,700

小型二輪 1,200 0 1,200 1,500 0 1,500

持込検査

普通 500 1,800 2,300 600 2,000 2,600

小型（二輪以外） 500 1,700 2,200 600 1,900 2,500

軽 1,800 400 2,200 2,100 400 2,500 

大型特殊 500 1,400 1,900 600 1,600 2,200

小型二輪 500 1,300 1,800 600 1,500 2,100

検査証返納証明書交付 350 0 350 450 0 450

検査証再交付 350 0 350 450 0 450

検査標章再交付 300 0 300 400 0 400

（円）
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【重要なお知らせ】指定整備事業者の皆様へ

令和10年1月から「紙」の保安基準適合証

の取扱いは、原則“廃止”となります
運輸支局窓口のＤＸ化のため、令和１０年１月から「紙」の保安基準適合証（保適証）の取扱いは原則
廃止され、「電子」の保安基準適合証のみの運用となります。※軽自動車検査協会の取扱いも同様です。

■各種利用登録・相談窓口
⚫ 電子保適証・OSSの利用  整備振興会又は自販連 等
⚫ 記録等事務代行制度の利用 最寄りの運輸支局

（軽自動車検査協会）

電子保安基準適合証のメリット

電子保適・OSSはこちら 記録等事務代行制度はこちら

「日整連自動車情報サイト」 「記録事務代行ポータル」

四国運輸局

■電子保安基準適合証を利用登録していない方へ
⚫ 「電子」の保適証を利用するには、利用登録手続きが

必要です。

⚫ 電子保適証の利用登録後、OSS （ワンストップサービ
ス）の利用申請をすることで、OSSによる継続検査が
利用可能となります。

⚫ 記録等事務代行制度を利用することで、支局（軽検
協）に来訪することなく、自社にて自動車検査証の有
効期間更新作業を行うことが可能となります。

■「紙」の保安基準適合証をお持ちの方へ
⚫ 「紙」の保適証の取扱いが原則廃止されますので、

在庫を多く保有している事業者は計画的な使用を
お願いします。

※代表取締役、代表者、事業場管理責任者、その他管理者の方々へ必ずお伝えください
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エンジンオイル等の油脂類
シンナー、塗料等の溶剤

高品位尿素水（AdBlue®等）
を購入予定の皆様へのお願い

等については、
日本全体で ので、

下記についてご協力お願いします。

一時的な需要ひっ迫防止のため、
通常量の購入にご協力をお願いします。

調達についてお困りの場合は、
二次元コードの四国運輸局（相談窓口）まで、

情報提供をお願いします。

四国運輸局自動車技術安全部整備・保安課
skt-jidousya@ki.mlit.go.jp

①

②
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1.協会の業務等 

 

（１）業務内容 

1．軽自動車の検査事務 

2．検査対象軽自動車に係る自動車重量税の納付の確認及び税額の認定の事務 

3．検査対象軽自動車に係る軽自動車税の納付の確認の事務 

4．検査対象軽自動車に係る自動車損害賠償責任保険の契約又は自動車損額賠償責任共済 

の契約の締結の確認の事務 

5．前各号の業務に付帯する業務 

6．前各号に掲げるもののほか、軽自動車検査協会の目的を達成するために必要な業務 

 

（２）事務所所在地等 

事務所 〒 所在地 ＴＥＬ 

香川主管事務所 769-0103 
高松市国分寺町福家甲１２５８番地１８ 

（国分寺流通センター内） 
050-3816-3122 

徳島事務所 771-1156 徳島市応神町応神産業団地１番地３ 050-3816-3123 

愛媛事務所 791-1112 松山市南高井町１８１４番地の２ 050-3816-3124 

高知事務所 781-0270 高知市長浜３１０６番地２ 050-3816-3125 

 

（３）業務受付時間 

窓口 午前８時４５分から１１時４５分まで、午後１時から４時まで 

検査 午前９時から１２時まで、午後１時から４時まで 

（土・日・祝日、１２／２９～１／３は休業） 

 

（４）ユーザー車検予約システム（平成２７年１月３０日～） 

○パソコン（インターネット）、スマートフォン、 

第３世代以降の機種による携帯電話（WEB）での検査予約 

https://www.kei-reserve.jp/ 

 

○固定電話での検査予約（音声案内に従って検査の予約を行います。） 

香川主管事務所  050-3146-2582 

徳島事務所    050-3146-2583 

愛媛事務所    050-3146-2584 

高知事務所    050-3146-2585 

     

※ インターネット予約、電話予約とも初回予約時に利用者情報の登録（アカウント登録）が 

必要です。 
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平成26年10 月1日（水）より

軽自動車検査協会の
各事務所 の電話番号が
変わります。

軽自動車検査協会からのお知らせ

事務所へおかけになった電話は、
コールセンターにてお受けいたします。

香川主管事務所管内

コールセンター電話番号一覧

香川主管事務所

8：30～１７：00

050-3816-3122

徳 島 事 務 所 050-3816-3123

愛 媛 事 務 所 050-3816-3124

高 知 事 務 所 050-3816-3125

受付時間 休業日 土・日・祝日・12/29～1/3
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受検者の不注意及び車両操作ミスが起因となる
事故が多発しております。
（令和６年度３７件 令和７年度３７件）
構内での移動やコース内での車両の操作は、確

実に操作していただきますようお願いいたします。

軽自動車検査協会

ペダル操作に注意！！

焦らず、落ち着いて
確実な操作を！！検査コースへ向かう際に駐車場

から後退している車両に気づかず
衝突。

BSHテスタの停止位置に合わせ
ようとした際にペダルを踏み間違
い、リフトに衝突。

リフトへ進入する際にペダル
を踏み間違い、フェンスに衝突。

構内事故について
運転ミスに注意を！
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構内事故が多発しています！！

軽自動車検査協会

BSHテスタに乗り込む際の注意事項

検査開始時に車両が飛び出すことがあります！！

停止位置に確実にタイヤがあることを確認！

中間リフトが下がったことを確認！

確認後にタイヤを回すようお願いします！！
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際は、

れる方がボンネットを開閉し、

棒により

うにお願いいたします。

 

際は、

れる方がボンネットを開閉し、

棒により

うにお願いいたします。

 

車台番号及び原動機型式の確認の

際は、

れる方がボンネットを開閉し、

棒により

うにお願いいたします。

車台番号及び原動機型式の確認の

際は、

れる方がボンネットを開閉し、

棒により

うにお願いいたします。

車台番号及び原動機型式の確認の

際は、エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

棒により

うにお願いいたします。

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

棒によりボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。

お

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。

お

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。

お 

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。

 

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。

 願

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。

願
 

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。

 

願 

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。

 い

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。

い

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。 

い 

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

 

 

 

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ、受検さ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

 

 

車台番号及び原動機型式の確認の

、受検さ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

 

車台番号及び原動機型式の確認の

、受検さ

れる方がボンネットを開閉し、支持

ボンネットを支持させるよ

車台番号及び原動機型式の確認の

、受検さ

支持

ボンネットを支持させるよ

車台番号及び原動機型式の確認の

、受検さ

支持

ボンネットを支持させるよ

車台番号及び原動機型式の確認の

、受検さ

支持

ボンネットを支持させるよ
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り検査時

さい。

では

 

り検査時

さい。

では

 

リフトの

り検査時

さい。

また、

では

リフトの

り検査時

さい。

また、

では、

リフトの

り検査時

さい。 

また、

、エンジンをかけない

リフトの

り検査時は、

また、リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

お

リフトの

は、

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

お

リフトの上昇中及び下降中

は、

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

お 

上昇中及び下降中

は、エンジンを停止

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

 

上昇中及び下降中

エンジンを停止

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

 願

上昇中及び下降中

エンジンを停止

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

願
 

上昇中及び下降中

エンジンを停止

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

 

 

願 

上昇中及び下降中

エンジンを停止

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

 い

上昇中及び下降中

エンジンを停止

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

い

上昇中及び下降中

エンジンを停止

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

 

い 

上昇中及び下降中

エンジンを停止

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

 

 

上昇中及び下降中

エンジンを停止

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけないで下

上昇中及び下降中、

エンジンを停止して

リフトが完全に下降するま

で下

、下回

して

リフトが完全に下降するま

で下さい

下回

して下

リフトが完全に下降するま

さい

下回

下

リフトが完全に下降するま

さい

下回

下

リフトが完全に下降するま

さい。  
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検査場において、排気ガス測定中にアクセルとブレーキを踏み間違えた後続車

両と検査車両との間に受検者がはさまれる事故が発生しております。同様の事故

を回避するためにプローブ保持具の使用をお願いしております。プローブを保持

具に固定したまま排気管（マフラー）に挿入し、測定完了まで万が一追突されても

安全な位置（車の横など）で待機して下さい。排気ガス検査終了後は、プローブ保

持具を所定の位置に戻してください。

排気管へ挿入しにくい場合は、プローブ挿入補助具をご使用ください。
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平成29年1⽉19⽇

お 知 ら せ

●「検査時における⾞両状態」とは次に掲げる全ての要件を満たすものをいいます。

異常等が⽣じている⾃動⾞については修理後に検査することを
明確にするため、「検査時における⾞両状態」として以下の事項
を規定しました。
平成２９年２⽉以降、これに該当しない受検⾞両については検

査を⾏わないよう規定いたしましたので、確実に修理をした後に
受検していただきますようよろしくお願いいたします。

１．空⾞状態（積載物がない状態）の⾃動⾞に運転者１名が乗⾞した状態であるこ
と。

２．原動機の作動中において、運転者が運転者席に着席した状態で容易に識別でき
る位置に備える次に掲げるテルテールの識別表⽰が継続して点灯⼜は点滅してい
ない状態であること。

３．原動機の作動中において運転者席の運転者に警告するブザー類が継続して吹鳴
していない状態であること。

４．受検⾞両に装着しているタイヤは応急⽤スペアタイヤでないこと。

 

①前⽅エアバック
 

②側⽅エアバック
 

③ブレーキ
 

④ＡＢＳ
 

⑤原動機

（例） （例）（例）（例）（例）
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外観検査時、エンジンチェックランプの状態を確認します。

1. 電源投入時に警報を発するもの

2. 電源投入時に発した警報が原動機の始動によ
り停止するもの

3. 発する警報を運転席において容易に判断出来
るもの
１～３を全て満たす事が必要になります

適用年月日

例

お 知 ら せ
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１.荷台等に物品等が無い状態で受検して下さい。

２.後部座席・荷室等が確認しやすい状態で
 受検してください。

皆様のご協力をお願いいたします。

積載物は
降ろして
受検して
下さい。

お願い～検査時車両状態について～
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受検者の皆様へ 

 

「受検者の秩序維持のための遵守事項」 

 

（1）受検者等は、敷地等における秩序を維持するため、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

① 暴力、暴言、脅迫、威迫、不当な要求等の行為をしないこと。 

② 検査担当者等に対し、合格、説明及び検査の強要をしないこと。 

③ 検査機器、検査設備、備品等を損傷させ又は破壊しないこと。 

④ 敷地等において、座り込み、立ちふさがり又は自動車並びに物品の放置その他の迷惑行為をしないこ

と。 

⑤ 受検車両の運転者（1 名に限る。）以外の者は、検査担当者等の許可なく検査コースに立ち入らないこ

と。 

⑥ 検査コース内において、検査担当者等の許可なく自動車を歩行速度を超える速度で運行しないこと。ま

た、急発進や急停止をしないこと。 

⑦ 検査担当者等の許可なく敷地等において、指示された経路以外で自動車を運行しないこと。 

⑧ 検査担当者等の許可なく受検車両以外の自動車を検査コースに入場させないこと。 

⑨ 敷地等において、自動車の整備等をしないこと。 

⑩ 検査担当者等の許可なく検査機器、検査設備、備品等を使用しないこと。 

⑪ 凶器、爆発物等の危険物（自動車の燃料タンク内にある燃料を除く。）、旗、のぼり、プラカード類を敷

地等に持ち込まないこと。 

⑫ 検査担当者等の許可なく、拡声器等の放送設備を使用し、騒音を発しないこと。 

⑬ 現車検査中の検査担当者又は書面確認中の検査担当者に対して、検査担当者等の許可なく、自身が現に

受検又は届出している車両に関すること以外の内容について話しかけないこと。 

⑭ 相談等について、検査担当者等から場所や日時などを指定された場合にはその指示に従うこと。 

⑮ 他の受検車両の状態や他の受検者等の相談等に対し、干渉しないこと。 

⑯ 検査担当者等の許可なく検査中又は検査コースに所在している間は、携帯電話及び受検車両の検査に

関係ない電子機器類は操作及び使用しないこと。 

⑰ 検査中又は敷地等の定められた場所以外では、喫煙しないこと。 

⑱ 検査担当者等が検査業務を公正かつ確実に実施するために必要な事項について指示をした場合は従う

こと。 

⑲ その他、検査担当者等が行う公正かつ確実な検査業務の実施を妨げる行為又は敷地等の管理上の支障

となる行為をしないこと。 

（2）何人も事務所等の長の許可なく敷地等、検査担当者等、検査機器、検査設備等の撮影、録画又は録音を

しないこと。 

また、敷地等、検査担当者等、検査機器、検査設備等の画像、動画若しくは音声又は公正かつ確実な検

査業務の実施を妨げる情報を、公衆に提供（譲渡、頒布、ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）

への投稿等の公衆送信を含むがこれに限らない。）しないこと。 

（3）受検者は、検査担当者が検査業務を公正かつ確実に実施するため、次に掲げる事項を遵守しなければな

らない。 

① 受検車両については次に掲げる状態とすること。 
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ア 泥、雪等の付着がなく、装置等の確認ができる状態 

イ 汚れ等の付着がなく、車台番号及び原動機の型式の打刻等が確認できる状態 

ウ 排気管にプローブが挿入できる状態 

エ 荷台等に物品等が積載されていない状態 

オ 座席、座席ベルト、非常信号用具及び消火器等が確認できる状態 

カ 窓ガラスが取外されていない状態 

キ 全ての車輪のホイールキャップ又はセンターキャップを取外した状態 

ク 灯火器等に装着されているカバー等を取外した状態 

ケ 走行距離計は総走行距離（オドメータ）を表示した状態 

コ エンジンルーム内の検査を行う際には、原動機を停止し、ボンネット（フード）を開け又はキャビン

を上げて支持棒等により保持した状態 

サ 窓ガラスの検査を行う際には、窓ガラスを閉じた状態 

シ 寸法及び重量を計測する場合にあっては、スペアタイヤ、予備部品、工具その他の携帯物品を取外し

た空車状態 

ス 専ら砂利、土砂の運搬に用いる自動車であって積載物の飛散を防止するための装置を装着している場

合には、次に掲げる状態（審査事務規程 7-6-1(1)④に定める安定性の検査を除く。） 

（ｱ）積載物の飛散を防止するための装置を固定するための金具等を備えている場合には、固定させた

状態 

（ｲ）積載物の飛散を防止するための装置が電力によって作動し、かつ、任意の位置で停止させること

ができる場合には、垂直位置又は垂直位置より荷台内側へ傾斜している位置で停止させた状態 

（ｳ）（ｱ）又は（ｲ）に該当しない積載物の飛散を防止するための装置にあっては、荷台内側方向に格納

させた状態 

セ OBD 検査対象車にあっては、当該自動車のデータリンクコネクタには何も取付けられておらず、検査

用スキャンツールを接続できる状態 

② 受検車両の入場検査コース又は検査場所について、検査担当者等からの指示があった場合にはその指

示に従うこと。 

③ 受検中は軽自動車検査票を保持し、検査担当者等の求めに応じて提示すること。 

④ 検査担当者からの指示により、警音器、方向指示器等灯火器又は窓ふき器等を作動させること。また、

指示がある場合以外はこれら装置を作動させないこと。 

⑤ 検査機器の表示器による表示又は検査担当者等からの指示により、原動機の始動及び停止（ハイブリ

ッド自動車、アイドリングストップ機構付自動車にあっては整備モードへの移行等によるアイドリン

グ状態の維持を含む。）を行うこと。 

⑥ 排気管に一酸化炭素・炭化水素測定器のプローブを入れたまま、原動機の始動又は原動機回転数の上

昇を行わないこと。 

⑦ 受検車両の構造・装置に応じ検査機器の申告ボタンの操作を行うこと。 

⑧ 検査コース内における受検車両の移動、停止位置での停車を行うこと。 

⑨ 検査機器の表示器による表示（音声案内を含む。）又は検査担当者等の指示に応じテスタ等への乗り

入れ、脱出及び前照灯の点灯操作等を行うこと。 

⑩ 記録器のある検査コースにおいては記録器による検査結果の記録を行うこと。 

⑪ 検査コースでの検査が終了又は中断したときは、個別の検査結果にかかわらず、その都度、検査担当

者から総合判定の通知を受けること。 

また、検査コースでの検査が終了し、総合判定の通知を受けたあとは軽自動車検査票を所定の窓口-107-



に提出すること。 

⑫ 検査担当者がエア・クリーナのカバーの取外しを指示した場合は、当該カバーを取外すこと。 

⑬ 画像取得装置を使用して画像の取得を行っている場合は、受検車両以外の写り込みを防ぐため受検車

両の近傍に近寄らないこと。 

⑭ 検査担当者からの指示により、牽引自動車と被牽引自動車を連結又は分離すること。 

⑮ ハイブリッド自動車、アイドリングストップ機構付自動車の場合、排気ガス検査の際には、整備モー

ドへの移行等によりアイドリング状態を維持すること。 

⑯ トラクションコントロール装置、横滑り防止装置、坂道発進補助装置等の装置を装着している場合、

検査コースに進入する前に当該装置の作動状態を確認するとともに、必要に応じその機能を解除する

こと。 

⑰ 検査担当者等がデータリンクコネクタ附近のカバー類の取外しを指示した場合は、当該カバー類を取

外すこと。 

 

「不適切な補修の禁止等」 

 

(1) 第 4 章及び第 5 章の規定に基づく基準適合性検査にあたり、持込検査後の取外し及び一時的な取付け等

を防止するため、自動車の装置又は部品の取付け、取外し若しくは補修及び車体又は装置への表示につい

て、次に掲げる例による方法及びこれらに類する方法により措置されたものであることが外観上確認され

た場合は、指定自動車等と同一の構造を有すると認められる場合を除き、保安基準に適合しないものとし

て取扱うものとする。 

① 装置又は部品の取付け 

ア 粘着テープ類（自動車用部品の取付けを目的として設計・製作されたものを除く。）、ロープ類又

は針金類による取付け 

イ 挟込み又は差込みによる取付け等、工具を用いずに容易に取外すことのできる方法による取付け

（指定自動車等において脱着を可能としているもの及び貨物の積みおろしのために一時的な取外

しを要するものを除く。） 

ウ 扉、窓ガラス等の開閉により脱落する又はそのおそれがある取付け 

エ 走行装置の回転部分附近の車体（フェンダー等）にベルト類、ホース類、粘着テープ類（自動車

用部品の取付けを目的として設計・製作され、当該目的のために貼付されたものを除く。）、紙類、

布類、段ボール類、スポンジ類、発泡スチロールが取付けられているもの 

オ 灯火器（審査事務規程 7-65(8-65)から 7-95(8-95)に規定する灯火等のうち装備義務があるもの

に限る。）の配線（配線の周囲の保護部材等を含む。）が、バンパ及び後写鏡等を含む自動車の外側

表面上に確認できるもの（溶接、リベット、ボルト・ナット又はねじにより確実に取付けられてい

ることが明らかな灯火器にあっては、当該灯火器を取付けるための必要最小限の配線部分を除く。） 

カ 審査事務規程 7-41（8-41）に規定する保護棒又は保護仕切であって、車体側に保護棒又は保護仕

切を備えるための受け口を設けずに内側から押し広げる力によって両側壁等を突っ張る仕組みの

もの 

② 装置又は部品の取外し 

ア 緊急自動車の警光灯に形状が類似した灯火（赤色以外のものを含む。）であって、当該灯火に係

る電球、全ての配線及び灯火器本体（カバー類、粘着テープ類その他の材料により覆われているも

のを含む。）が取外されていないもの 
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イ 不点灯状態にある灯火（審査事務規程 7-65(8-65)から 7-95(8-95)に規定する灯火等（反射器を

除く。）及びその他の灯火をいい、アの灯火を除く。）であって、当該灯火に係る電球（光源）及び

全ての配線が取外されていないもの 

③ 装置又は部品の補修 

ア 粘着テープ類（自動車用部品の補修を目的として設計・製作されたものを除く。）、ロープ類又は

針金類による補修 

イ 灯光の色の基準に適合させるため、灯火器の表面に貼付したフィルム等がカラーマジック、スプ

レー等で着色されているもの 

ウ 空き缶、金属箔、金属テープ又は非金属材料を用いて排気管の開口部が延長又は変更されている

もの 

エ 排気管又は消音器に空き缶、軍手、布類、金だわし等、騒音防止を目的として設計・製作された

もの以外の異物が詰められているもの 

オ 灯火器の照射方向の調整が、段ボール、木片等、照射方向の調整を目的として設計・製作された

もの以外の異物の挟込み、差込み又は取付けによる方法その他工具を用いない方法で行われている

もの 

カ 後写鏡に内蔵された灯火が、粘着テープ類その他の材料により覆われているもの 

キ 前照灯の光度や照射光線の向きの基準に適合させるため、レンズ面に油類を塗布しているもの又

は粘着テープ類を貼付しているもの 

④ 車体又は装置への表示 

ア 貼付けられた紙又は粘着テープ類（表示を目的として製作されたステッカーを除く。）に記入さ

れているもの 

イ 表示された内容が容易に消えるもの 

ウ マグネット、吸盤等により取付けられており手で容易に取外すことができるもの（審査事務規程

7-35-1(8-35-1)(2)の表示を除く。） 

(2) 灯火器、審査事務規程 7-107(8-107)の鏡その他の装置等、保安基準に適合させるために取付けられた

装置であって、指定自動車等と異なる取付方法によると認められるものについては、当該装置、部品又

は表示を手指で揺する、取付部が浮き上がらないかどうかめくろうとする等により確認すること。 

当該確認の結果、取付部の一部が車体から離脱するもの、緩み又はがたがあるものは、保安基準に適

合しないものとして取扱うものとする。 
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検査の高度化機器の本格運用を行います。

ご理解・ご協力をお願いいたします。
なお、検査は通常と変わりません。

○運用時間 

全ラウンド（９時００分～１６時００分）

○検査の受け方は変わるのか？

検査コース入り口でカメラによる車両番号標認識装置等により検査を実施します。
なお、検査の判定方法に変更はありません。

○検査の高度化機器とは？

検査結果を電子的に記録・保存するものです。これにより、以下のようなことができ
ます。

・車両不具合情報の収集・分析結果に基づく的確な検査の実施
・二次架装などの不正改造車を排除
・リコールにつながる車両不具合情報を抽出
・不正受検（検査票の改ざん、偽造等）を防止
・将来的には、検査結果をより詳細に情報提供

排ガス

排ガス
検査職員
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お知らせ 

新規検査・予備検査・構造等変更検査の際に

諸元測定した車両については、写真撮影を

行いますので、ご協力お願いいたします。  
 

軽自動車検査協会 

〇軽自動車検査協会検査事務規程（抜粋） 

昭和４８年９月２６日 

協 会 規 程 第 １ ６ 号 

最終改正 令和７年３月２４日協会規程第７号 

２－８－２画像の取得及び保存 

(1) 新規検査、予備検査又は構造等変更検査（完成検査終了証の発行後 9 月を経過した型式指定自動車、自動車予備検査

証の交付を受けた自動車、法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動車又は法第 69 条第 4 項の規定により自動

車検査証が返納された自動車の新規検査又は予備検査であって、当該自動車に係る構造、装置又は性能について変更がな

いものを除く。以下 2-8-2 において「新規検査等」という。）の受検車両にあっては、画像取得装置を用いて、画像の取

得及び高度化システムへの保存を行うものとする。 

ただし、画像取得装置を用いて画像の取得を行うことが困難な場合又は画像取得装置に障害が発生した場合にあって

は、デジタルカメラ等により当該自動車の外観を撮影し、取得した画像を高度化システムに保存すればよい。 

この場合において、高度化システムへの画像の保存は、画像の取得後速やかに行うこと。 

(2) 次回検査時に活用するための記録として、検査した次に掲げる部位をデジタルカメラ等を用いて撮影し、取得した画

像を高度化システムに保存すること。 

① 座席の変更に係る書面審査（座席、座席ベルト、座席ベルト取付装置、内装材料）を実施した自動車の座席まわり 

② 審査事務規程7-107（8-107）に規定する鏡その他の装置を備えている自動車（指定自動車等であって審査事務規程7-

107（8-107）に規定する鏡その他の装置に変更がない自動車を除く。）の当該装置の取付状況（新規検査等の受検車

両に限る。） 

③ その他撮影記録が必要と判断した部位 

（例）改造自動車の改造部位、特種用途自動車の特種な設備、乗用から貨物へ改造した自動車の座席及び物品積載設備 

(3) (1)及び(2)において取得する画像は、保安基準に適合している状態のものとする。    

   なお、画像を保存する際には、当該自動車に備えている装置を撮影したものであることを十分に確認すること。 

(4) (1)及び(2)において取得した画像は、電磁的方法により国土交通省へ提供するものとする。 

(5) 画像の取得に際して、受検者が画像の撮影を拒否した場合には、受検者に対し検査できないため検査を中断する旨を

口頭で通告する。 
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《軽自動車/車両番号標の取付け注意！》

※ナンバープレートを取り付ける際には、必ず、
　　　　　　　　　　　　　　現車の車台番号
　　　　　　　　　　　　　　自動車検査証の車台番号
　　　　　　　　　　　　　　車両番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 が同一であるかを確認して下さい。

自動車販売店等にあっては、軽自動車の車両番号標（ナンバープレート）を取付ける際
は、当該車の車台番号、自動車検査証の車台番号及び車両番号が同一であるか十分
に確認し確実に取り付けをお願いします。

軽自動車の車検において、車両番号標（ナンバープレート）の取付け間違いが発見され
ました。

・自動車検査証

・車台番号

・ナンバープレート

確認

ナンバー・プレート
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当協会に寄せられる、よくあるご質問にくわえて、
手続きに必要な書類等をご案内する「手続きナビ」
機能を追加した申請案内サイトを公開いたしました。
※手続きナビ・・・画面の質問にご回答いただくこと

で、正確な必要書類等をご案内する機能

当協会ＨＰよりアクセスできますので、ぜひご活用く
ださい。

お 知 ら せ

https://www.keikenkyo-faq.jp/

お知らせ
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お 電 話 に よ る 自 動 車 重 量 税 額 の お 問 い 合 わ せ
が 大 変 多 く な っ て お り ま す 。

当 協 会 Ｈ Ｐ か ら も お 問 い 合 わ せ で き ま す の で 、
ぜ ひ ご 利 用 く だ さ い 。

協 会 ト ッ プ ペ ー ジ ＞ Ｑ & Ａ ＞ 申 請 案 内 サ イ ト >  お

知 ら せ >  【 情 報 】 「 次 回 自 動 車 重 量 税 額 メ ー ル 通 知

サ ー ビ ス 」 を 開 始 し ま し た

コ ー ル セ ン タ ー の 混 雑 緩 和 に ご 協 力 お 願 い し ま す 。

お 願 いご協力をお願いします
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レイヤー 1

登録情報処理機関（AIRAS）

2019年（令和元年）
5月7日から

軽自動車OSSを
開始しました。

継続検査

お問い合わせ先：軽自動車OSS専用ダイヤル 電話：050-3364-0800
軽自動車OSSポータルサイト：https://www.k-oss.keikenkyo.or.jp

検査手数料・
自動車重量税の
電子納付

電子申請

Cl

ick
!

整備業務
システム

指定整備工場

自賠責

保安基準適合証

自賠責

保安基準適合証

申請代理人
申請書

検査手数料・重量税

申請情報

検査手数料・重量税

旧車検証

軽自動車検査協会事務所等

審　査

新車検証

保安基準
適合証情報

自賠責情報

OSSの前提条件

確　認

確　認

電子申請

電子納付

自賠責情報

申請データ

電子保安基準
適合証情報

新旧車検証の交換／検査標章の交付
※新旧車検証の交換の際には、納税証明書の提示が必要。
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軽自動車
ＯＳＳとは

軽自動車ＯＳＳ（継続検査）利用のメリット

軽自動車を保有するためには、各種申請（検査申請、地方税申告等）と

手数料・税の納付（検査手数料、自動車重量税、自動車取得税）が必要と

なります。これらの手続をインターネット上で一括して行うことによって、

申請者の負担を軽減させる仕組みが「軽自動車保有関係手続のワン

ストップサービス（軽自動車ＯＳＳ）」です。なお、現時点では、地方税の

申告等に関する手続は、軽自動車ＯＳＳの対象外となっています。

１．申請手続

○紙の書類の書き損じと比べ、電子入力の場合、訂正が圧倒的に容易。

○申請書類（申請書、保適証、自賠責証、重量税納付書）の提出・提示が不要。

３．検査手数料・自動車重量税の納付

○電子納付のため、自動車重量税の印紙の購入・貼付（貼り直し）が不要。

○印紙購入等のために現金等を持ち歩く必要がなくなり、盗難・紛失のリスクを回避。

２．保安基準適合証等の電子化（添付書類の作成）

○手書きに比べ、保安基準適合証（保適証）等の作成に要する時間が圧倒的に短縮

　（紙と比較して１/３程度　※「継続検査ＯＳＳ導入の手引き（国土交通省）」より）。

○保適証管理簿の電子化により、管理簿が自動で作成。

4．事務所等の窓口対応

ＯＳＳでは、事前に電子申請・納付を行っていただき、申請内容・税額等の審査が

終了した段階で、新車検証等を受取りに来ていただくこととなるため、

○申請の記載不備等があった際に事務所等への出頭が不要。

○窓口での待ち時間が短縮（審査に要する待ち時間がない）。
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平成３１年４月２６日、当協会のあ
る事務所の構内駐車場において、歩行者
と自動車の接触事故があり、歩行者の方
が亡くなられるという痛ましい事故が発生
しました。

当協会をご利用される皆様におかれまし
ては、これまで以上に歩行者等に注意し
ていただき、構内の徐行運転を厳守して
いただきますよう、お願いいたします。

なお、所定の駐車スペース以外の駐車
につきましても、思わぬ事故の原因となり
ますので、厳に慎んでいただきますようお願
いいたします。

お 知 ら せ来所される皆様へのお願い
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国土交通省・総務省・軽自動車検査協会・地方税共同機構 詳しくはこちら 
https://www.lta.go.jp/jidousya/

納税証明書の提示が原則不要に！

紛失しても…

軽自動車検査協会

市区町村

納税証明書

申請書類

提示
不要！

継続検査申請（OSS／OCR）

納税証明書の再交付申請 不要！

申請者

照会 回答

登録

申請書
自賠責保険等

軽 で変わる!

軽自動車の車検は、

継続検査窓口 での 
納税証明書の提示 が
不要 になります！※詳細は裏面をご覧ください。

原則

令和5年1月から、
Jidoshazei Nofu Kakunin System

軽自動車税納付確認システム（軽ＪＮＫＳ）で、
ジェンクス

納付情報
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●軽自動車税種別割の納付方法によっては、納付情報が軽JNKSに登録されるまで
相応の日数を要する場合があります。 
※車検をお急ぎの場合は、早めの納付をお願いします。

●軽自動車税種別割を納付したにもかかわらず、軽JNKSに納付情報が登録されていない場合や、
転入直後で軽JNKSへの登録がされていない場合など、軽JNKSに関するご質問は、
市区町村の軽自動車税担当課にお問い合わせください。

軽自動車税種別割を納付後すぐに継続検査を申請したいの
ですが、軽JNKSでの納付確認はできますか？

軽自動車税の未納がないにもかかわらず、軽JNKSで確認出来ず、
紙の納税証明書が必要になる場合はありますか？　

軽自動車税種別割を納付後すぐに継続検査を申請したい場合は、金融機関の窓口や
コンビニ等でお支払いいただき、納税通知書に添付された納税証明書をご提示ください。
なお、以下の場合は、使用の本拠地を管轄する市区町村へご相談ください。

・ 過去に未納があるため納税通知書に添付された納税証明書が有効でない場合
・ 納税証明書が添付された納税通知書等が手元にない場合

次のようなケースは、軽JNKSによる納付確認ができないため、紙の納税証明書が必要と
なる場合があります。

・ 納付したばかりのため、軽JNKSに納付情報が登録されていない場合
・ 中古車の購入直後の場合
・ 他の市区町村へ引っ越した直後の場合
・ 対象車両に過去の未納がある場合

よくあるお問い合わせ

Q2

A2

Q１

A１

ご 注 意ください
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電子車検証 IC タグ情報 事前確認のお願いについて 

 

 

各種申請及び届出におきまして、IC タグが破損して情報が読み取れない場合、車検証再交

付が必要となります。 

※他管轄車両の場合は、最寄りの事務所で車検証再交付ができませんのでご了承ください。 

 

つきましては、事前に IC タグの有効性をご確認いただきますようお願いいたします。 

確認の際は、車検証閲覧アプリをご活用ください。 

 

車検証閲覧アプリについてはこちら↓ 

 

 URL：https://www.denshishakensho-portal.mlit.go.jp/business/application/ 

 

不明な点等ございましたら、軽自動車検査協会窓口職員にお尋ねください。 
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走行距離計表示値の確実な確認のお願い

当協会の業務には引続きご理解とご協力いただきますよう
よろしくお願いいたします。

今般、保安基準適合証が交付された自動車につ
いて、ユーザー様からのご指摘で自動車検査証
の走行距離計表示値を訂正する事案が多発して
おります。

つきましては、走行距離計の表示値を確実に
確認していただきますようお願いいたします。
保安基準適合証への記載（入力）も確実にお

願いいたします。

なお、令和6年1月4日以降、電子車検証を発
行した自動車は走行距離が券面に記載されてお
りません。
お手数ですが、ICタグの情報を確認していた

だき、走行距離について不明な点等ございまし
たら最寄りの軽自動車検査協会窓口までお尋ね
ください。

指定自動車整備事業者の皆様へ
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撮影した情報をソーシャルメ
ディア（YouTube等）に配信又
は投稿することを固く禁じます。

受検時の遵守事項をお守りください！

受検者の皆様へ

-123-



軽自動車検査協会からのお知らせ

後退時車両直後確認装置の基準が適用される自動車について

当該基準について、ご質問がございましたら、個別具体的な情報をご用意いただき軽自動
車検査協会事務所職員までお声掛けください。

後退時車両直後確認装置（※①）が型式指定自動車から変更
がある場合（装置そのものに変更がある、装置の取付位置が
変更になるもしくは視界に影響がある変更を伴う架装など）
は、基準に適合することを書面または現車で確認する必要が
ございます（※②）。

※① 直接視界・関節視界装置・ミラー・カメラ及びミラー
で構成される装置もしくは、検知装置（ソナー）
※② 1節車においては書面審査のみ

●適用時期
新型車：令和４年５月１日
継続生産車：令和６年１１月１日
指定自動車等以外：令和６年１１月１日
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軽自動車検査協会からのお知らせ
令和6年9月

OBD検査対象車の
受検時のお願い事項について
令和6年10月から、OBD検査対象車については、車載式故障診断

装置を活用した検査（OBD検査）を実施します。
つきましては、OBD検査の円滑な実施のため、以下お願い事項につ

きまして、ご理解ご協力のほど、よろしくお願いいたします。

１．対象となる自動車
自動車検査証備考欄に「OBD検査対象」と記載された自動車

２．検査コースに並ぶときのお願い事項
運転席下部などにあるデータリンクコネクタに、何らかの装置や分

岐するコネクタなどが取付けられている場合、OBD検査を実施するこ
とができないため、検査を中断することになってしまいます。

データリンクコネクタには何も取付けられておらず、検査用スキャ
ンツールを接続できる状態であることを、事前に確認してから検査
コースに並んでください。また、必要に応じてデータリンクコネクタ
附近のカバー類の取外しをお願いいたします。

※差し込み口は運転席の右下または
左下などにあります。

車検証 電子車検証
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軽自動車検査協会からのお知らせ

租税特別措置法施行令改正※１に伴い

13年経過又は18年経過の軽自動車

にかかる自動車重量税の重課適用月が

１２月から１１月に変更されます

令和７年８月

自動車重量税の額については、
「次回自動車重量税額照会サービス」にてご確認ください。
https://www.kei-nextmvtt.jp/

【13年経過となる自家用車の例】
※自動車検査証に記載された初度検査年月の年から起算して13年を経過した年

※1 租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（令和７年政令第127号）

※2 自動車検査証の交付又は返付を受ける日（OSSにあっては検査記録日）

6,600円 8,200円

11月

自動車重量税

受検日※2が
11月以降

受検日※2が
10月31日まで

【18年経過となる自家用車の例】
※自動車検査証に記載された初度検査年月の年から起算して18年を経過した年

8,200円 8,800円

11月

自動車重量税

受検日※2が
11月以降

受検日※2が
10月31日まで
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【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先自動車通関証明書の電子化
に伴うお願い

○税関と国土交通省は、令和７年10月12日以降に発給
された通関証明書について、電子的にデータ連携を行
います。

〇軽自動車検査協会については、国土交通省との連携に
より情報が提供され、並行輸入自動車書面審査におい
て当該電子データを活用して確認を行います。

○並行輸入自動車届出書を提出する際に、帳票を持参い
ただくと、電子データの確認作業が円滑になりますの
で、ご協力いただきますようお願いいたします。
※並行輸入自動車届出書に通関証明書発給番号を記載いただければ
申請受付は可能です。

軽自動車検査協会からのお知らせ

軽自動車以外の登録手続きに関するご質問等については、
運輸支局等へお問い合わせください。
https://www.jidoushatouroku
-portal.mlit.go.jp/jidousha/kensatoroku/list/index.html

通関関係書類の電子手続きに関するご質問等については、
税関へお問い合わせください。
https:// www.customs.go.jp/
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令和８年４月1日現在

申 請 の 種 類 申 請 手 数 料

●新規検査
（新たに自動車を使用するときに受ける検査）

１両につき

完成検査終了証の提出がある自動車（ＯＳＳ申請） ２，１００円 ※

完成検査終了証の提出がある自動車 ２，４００円 ※

自動車検査証返納証明書とともに保安基準適合証の提出がある自動車 ２，０００円 ※

限定自動車検査証及び限定保安基準適合証の提出がある自動車 ２，０００円 ※

限定自動車検査証の提出がある自動車（限定保安基準適合証の提出がない自動車に限る）（持込検査） ２，１００円 ※

その他の自動車（持込検査） ２，８００円 ※

●継続検査
（自動車検査証の有効期間が満了した後も引続きその自動車を使用するときに受ける検査）

１両につき

保安基準適合証の提出がある自動車（ＯＳＳ申請） １，８５０円 ※

保安基準適合証の提出がある自動車 ２，１００円 ※

限定自動車検査証及び限定保安基準適合証の提出がある自動車 １，９００円 ※

限定自動車検査証の提出がある自動車（限定保安基準適合証の提出がない自動車に限る）（持込検査） ２，１００円 ※

その他の自動車（持込検査） ２，５００円 ※

●構造等変更検査
（自動車の⾧さ、幅、高さ、最大積載量、乗車定員、用途等に変更が生じたときに受ける検査）

１両につき

２，８００円 ※

●予備検査
（販売店等が商品自動車について、使用者が決まる前に受けることのできる検査）

１両につき

自動車検査証返納証明書とともに保安基準適合証の提出がある自動車 ２，０００円 ※

限定自動車検査証及び限定保安基準適合証の提出がある自動車 ２，０００円 ※

限定自動車検査証の提出がある自動車（限定保安基準適合証の提出がない自動車に限る）（持込検査） ２，１００円 ※

その他の自動車（持込検査） ２，８００円 ※

●自動車検査証の記録事項変更
（自動車の使用者の住所、氏名等自動車検査証の記録事項に変更があったときに行う手続き）

無　　　料

●自動車検査証、検査標章、自動車予備検査証、限定自動車検査証の再交付
（紛失、毀損、識別困難となった場合に行う手続き）

１件につき

自動車検査証 ４５０円

検査標章（ステッカー）、自動車予備検査証、限定自動車検査証 ４００円

●自動車検査証返納
（自動車の使用を一時中止するときに行う手続き）

１件につき

自動車検査証返納証明書の交付を受ける場合 ４５０円

●解体届出
（自動車をスクラップ（解体）したときに行う手続き）

無　　　料

●重量税還付申請
（自動車をスクラップ（解体）したときに車検残存期間が残っている場合に受けることができる手続き）

無　　　料

●輸出予定届出証明書交付申請
（自動車を輸出しようとするときに行う手続き）

１両につき

輸出予定届出証明書の交付 ５００円

●輸出予定届出証明書返納届出
（輸出予定届出証明書の交付を受けた自動車が輸出されなかったときに行う手続き）

無　　　料

●自動車検査証返納後の所有者変更記録申請
（自動車検査証を返納した自動車について所有者の変更があったときに行うことができる手続き）

無　　　料

●検査記録事項等証明書交付請求
（所有者が検査記録ファイルに記録されている内容の証明を受ける場合及び過去の履歴の証明を受ける場合に行う手続き）

１件につき

現在記録ファイルに記録されている事項のみに係るもの ４００円

現在記録ファイル及び保存記録ファイルに記録されている事項に係るもの（二枚目以降一枚ごと）
１，２００円
（４００円）

●再輸入見込届出
（本邦と外国との間を往来する活魚運搬車等について、あらかじめ行う手続き）

無　　　料

※検査に係る手数料には技術情報管理手数料４００円が含まれています。

申 請 手 数 料 の ご 案 内
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

自動車特定整備事業者の遵守事項について

四国運輸局自動車技術安全部

整備・保安課
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● 自動車特定整備事業者の遵守事項 四国運輸局

・公衆の見やすいように標識を掲げなければならない。（法第８９条）

・特定整備に係る部分が、保安基準に適合するようにしなければならない。（法第９０条）

・特定整備記録簿を備え、必要事項を記載し、その写しを使用者に交付し、その記載の
日から２年間保存しなければならない。（法第９１条）

・認証基準に適合するように設備を維持し、従業員を確保しなければならない。（法第９１
条の２）

自動車特定整備事業者は、自動車の特定整備を実施する場合、保安基準に適合させ
る等自動車の安全な運行を確保する上において重要な責務を負っています。

道路運送車両法（以下、「法」という。）には、自動車特定整備事業者の事業体制の適
正化を確保するため、次の遵守事項が設けられています。
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● 自動車特定整備事業者の遵守事項 四国運輸局

（１） 法第４８条に規定する点検又は整備の作業を行う事業場にあっては、当該作業に係る料金につ
いて、当該事業場において依頼者の見やすいように掲示するとともに、次のいずれかに該当する場合
を除き、自ら管理するウェブサイトに掲載して公衆の閲覧に供すること。

イ 自動車特定整備事業に常時使用する従業員の数が５人以下である場合
ロ 自ら管理するウェブサイトを有していない場合

（２） 法第４８条に規定する点検又は整備の作業を行う事業場にあっては、当該作業の依頼者に対
し、必要となると認められる整備の内容及び当該整備の必要性について説明し、料金の概算見積りを
記載した書面を交付し、又はこれを記録した電磁的記録を提供すること。

（３） 依頼者に対し、行っていない点検若しくは整備の料金を請求し、又は依頼されない点検若しくは
整備を不当に行い、その料金を請求しないこと。

（４） 道路運送車両の保安基準に定める基準に適合しなくなるように自動車の改造を行わないこと。

自動車特定整備事業者は、自動車の整備についての技術の向上、適切な点検及び
整備の励行の促進その他整備事業の適正な業務運営を確保するために法で定めら
れた遵守事項以外に、国土交通省令で定められた事項を遵守する必要があります。

道路運送車両法施行規則 第６２条の２の２（抜粋）
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● 自動車特定整備事業者の遵守事項 四国運輸局

（５） 電子制御装置整備を行う事業場にあっては、当該電子制御装置整備を適切に実施するため、
法第５７条の２第１項に規定する自動車の型式に固有の技術上の情報に基づき、必要な点検及び
整備を実施すること。

（６） 電子制御装置整備を行う事業場にあっては、エーミング作業が適切に実施されるよう必要な措
置を講じること。

（６－２） エアコンディショナーが搭載されている自動車の点検又は整備の作業を行う事業場にあっ
ては、みだりに当該エアコンディショナーに充塡されているフロン類（フロン類の使用の合理化及び
管理の適正化に関する法律（平成１３年法律第６４号）第２条第１項に規定するフロン類をいう。）を
大気中に放出しないこと。

（６－３） 検査整備用電子情報処理組織（車載式故障診断装置の診断の結果を活用して自動車が
道路運送車両の保安基準に定める基準に適合するかどうかの確認を行うため、機構の使用に係る
電子計算機と自動車特定整備事業者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子
情報処理組織をいう。次号において同じ。）を使用する事業場にあっては、当該検査整備用電子情
報処理組織の安全性を確保するために必要な措置を講ずること。

（６－４） 検査整備用電子情報処理組織を使用する事業場にあっては、当該検査整備用電子情報
処理組織を使用して機構の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに情報を記録するときは、
正確な情報を記録すること。

道路運送車両法施行規則 第６２条の２の２（抜粋）
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● 自動車特定整備事業者の遵守事項 四国運輸局

（７） 事業場ごとに、当該事業場において特定整備に従事する従業員であって、かつ、次のイから
ハまでに掲げる事業場の区分に応じ、当該イからハまでに定める者のうち少なくとも１人に特定整備
及び法第９１条の特定整備記録簿の記載に関する事項を統括管理させること（自ら統括管理する場
合を含む。）。ただし、当該事項を統括管理する者（以下「整備主任者」という。）は、他の事業場の整
備主任者になることができない。

イ 分解整備を行う事業場（ハに掲げるものを除く。）
１級又は二級の自動車整備士の技能検定に合格した者

ロ 電子制御装置整備を行う事業場（ハに掲げるものを除く。）
１級の自動車整備士の技能検定に合格した者又は１級二輪自動車整備士、２級の自動車整
備士、自動車車体整備士若しくは自動車電気装置整備士の技能検定に合格した者であって電子
制御装置整備に必要な知識及び技能について運輸監理部長若しくは運輸支局長が行う講習を
修了した者

ハ 分解整備及び電子制御装置整備を行う事業場
１級の自動車整備士の技能検定に合格した者又は１級二輪自動車整備士若しくは２級の自動
車整備士の技能検定に合格した者であって電子制御装置整備に必要な知識及び技能について
運輸監理部長若しくは運輸支局長が行う講習を修了した者

道路運送車両法施行規則 第６２条の２の２（抜粋）
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● 自動車特定整備事業者の遵守事項 四国運輸局

（８） 整備主任者であって次に掲げるものに運輸監理部長又は運輸支局長が行う研修を受けさせ
ること。

イ 整備主任者として新たに届け出た者
ロ 最後に当該研修を受けた日の属する年度の末日を経過した者

（９） 事業場以外の場所において特定整備を行う場合にあっては、当該特定整備の適切な実施の
ために必要なものとして国土交通大臣が定める要件を満たすこと。

（１０） 他人に対して法若しくは法に基づく命令若しくは処分に違反する行為（以下この号において
「違反行為」という。）をすることを要求し、依頼し、若しくは唆し、又は他人が違反行為をすることを助
けないこと。

道路運送車両法施行規則 第６２条の２の２（抜粋）

-135-



景品表示法は、
良い商品・サービスを
安心して選べる環境を守ります。

　消費者なら、誰もがより良い商品・

サービスを求めます。ところが、実際より

も良く見せかける表示が行われたり、過

大な景品類の提供が行われたりすると、

それらにつられて消費者が実際には質の

良くない商品・サービスを買ってしまい

不利益を被るおそれがあります。

　

　このような不当表示や不当景品から一

般消費者の利益を保護するための法律

が「景品表示法（正式名称：不当景品類

及び不当表示防止法）」です。景品表示

法は、商品・サービスの品質、内容、価

格等を偽って表示を行うことを厳しく規

制するとともに、過大な景品類の提供を

防ぐために景品類の最高額等を制限す

ることなどにより、消費者のみなさんが

より良い商品・サービスを自主的かつ合

理的に選べる環境を守ります。　

景品表示法の概要

景品表示法の目的
一般消費者の利益の保護

消費者庁ほか

事業者

事業者・事業者団体

不当な顧客誘引の禁止（Ｐ5～16）

事業者が講ずべき景品類の提供
及び表示の管理上の措置（Ｐ１7～20）

公正競争規約（Ｐ21～22）

●景品表示法の考え方の周知・啓発

●法令遵守の方針等の明確化

●表示等に関する情報の確認

●表示等に関する情報の共有

●表示等を管理するための担当者等（表示
等管理担当者）を定めること

●表示等の根拠となる情報を事後的に
確認するために必要な措置を採ること

●不当な表示等が明らかになった場合に
おける迅速かつ適切な対応

●優良誤認表示の禁止（Ｐ7）

●有利誤認表示の禁止（Ｐ11）

●その他 誤認されるおそれがある
表示の禁止（Ｐ１3）

●一般懸賞による景品類の
提供制限（最高額・総額）

●共同懸賞による景品類の
提供制限（最高額・総額）

●総付景品の提供制限（最高額）

自主的かつ合理的に、
良い商品・サービスを選べます。

不当表示の禁止
（Ｐ5～１4）

景品類の制限及び禁止
（Ｐ１5～１6）
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景品表示法では、うそや大げさな表示など、
消費者をだますような表示を禁止しています。

不当表示の禁止

簡単にいうと、
「これはとっても良い
品質（規格、内容）だ！」と
消費者に思わせておいて、
実際にはそうではない
表示のことです！

簡単にいうと、
「これはとってもお得だ！」と
消費者に思わせておいて、
実際にはそうではない
表示のことです！

　品質や価格などは、消費者が商品・サービスを選ぶ重要な基準になりますから、その表示は正しく、分かりやす

いことが大前提です。ところが、商品・サービスの品質や価格について実際よりも著しく優良又は有利と見せかける

表示が行われると、消費者の適切な商品・サービスの選択が妨げられてしまいます。このため、景品表示法では、

一般消費者に商品・サービスの品質や価格について、実際のもの等より著しく優良又は有利であると誤認される表

示（不当表示）を禁止しています。

　景品表示法に違反する不当表示については、事業者側に故意・過失がなかったとしても、景品表示法に基づく措

置命令が行われることとなります。

不当表示には大きく分けて
3つの種類があります。

 商品・サービスの品質、
規格、その他の内容に
ついての不当表示

優良誤認表示

P7

 商品・サービスの価格、
その他の取引条件に
ついての不当表示

有利誤認表示

P11

一般消費者に誤認される
おそれがあるとして
内閣総理大臣が
指定する不当表示

その他 誤認
されるおそれが
ある表示

P13

●無果汁の清涼飲料水等
●商品の原産国
●消費者信用の融資費用
●不動産のおとり広告
●おとり広告
●有料老人ホームの不当表示
●ステルスマーケティング

顧客を誘引するための手段として、事業者が自己の供給する商
品・サービスの品質、規格、その他の内容や価格等の取引条件
について、消費者に知らせる広告や表示全般を指します。

表示の例

チラシ・パンフレット、カタログ、
ダイレクトメール

新聞、雑誌、出版物、テレビ・ラジオCM

セールストーク（訪問・電話）

SNSの投稿、口コミ、メール、
アフィリエイト広告

ディスプレイ（陳列）、実演広告

ポスター、看板

インターネット上の広告、
商品等のプレスリリース

容器、パッケージ、ラベル

表示
とは？
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「優良誤認表示」とは？

簡単にいうと、
「これはとっても良い
品質（規格、内容）だ！」と
消費者に思わせておいて、
実際にはそうではない
表示のことです！

合理的な根拠がない効果・性能の
表示は、優良誤認表示とみなされます。
　消費者庁は優良誤認表示に当たるかどうかを判断するため必
要があると認めるときは、表示の裏付けとなる合理的な根拠を
示す資料の提出を事業者に求めることができます。その結果、
当該資料が提出されないときは不当表示とみなされます。

詳しくは9～10ページの「『不実証広告規制』とは？」をご覧ください。

　この場合の「著しく」とは、誇張・誇大の程度が社会一般に許容されている程度を超えているこ
とを指します。そして、誇張・誇大が社会一般に許容される程度を超えるものであるか否かは、当該
表示を誤認して顧客が誘引されるか否かで判断され、その誤認がなければ顧客が誘引されることが
通常ないであろうと認められる程度に達する誇大表示であれば「著しく優良であると一般消費者に
誤認される」表示に当たります。
　また、優良誤認表示に当たるか否かは、商品の性質、一般消費者の知識水準、取引の実態、表示
の方法、表示の対象となる内容などを基に、表示全体から判断されます。

　景品表示法では、商品やサービスの品質、規格などの内容について、実際
のものや事実に相違して競争事業者のものより著しく優良であると一般消費
者に誤認される表示を優良誤認表示として禁止しています。

優良誤認表示の概要

商品に関する成分や属
性を指し、前者には、原
材料、純度、添加物など
が、後者には、性能、効
果、鮮度などが含まれ
ます。

国、公的機関、民間団体
などが定めた一定の要
件を満たすことで自動
的に又は認証などを経
て表示することができる
等級などをいいます。

商品・サービスの品質や
規格に間接的に影響を
及ぼすものも含まれ、例
えば、原産地、製造方
法、受賞の有無、有効期
限などをいいます。

品　質 規　格 その他の内容

食品 コンサートの
座席

　実際には、メロン果汁はほ
とんど入っていないにもかか
わらず、あたかも大部分がメロ
ン果汁であるかのように表示。

イベ
ント

果実ミックス
ジュース

　実際には、SS席を購入して
もアリーナ席にならない場合
があるにもかかわらず、あたか
もSS席を購入すればアリーナ
席であるかのように表示。

LED
電球

ＬＥＤ電球の
明るさ

　実際には、全光束（光源が
全ての方向に放出する光束の
総和）が日本工業規格に定め
られた白熱電球60ワット形の
全光束を大きく下回っている
にもかかわらず、あたかも「白
熱電球60ワット相当」の明る
さであるかのように表示。

コピー
用紙

コピー用紙の
古紙配合率

　実際には、コピー用紙の原
材料に用いられた古紙パルプ
の割合（古紙配合率）が50%
程度であるにもかかわらず、あ
たかも「古紙100%」であるか
のように表示。

予備校 予備校の合格実績広告

　実際には、他校と異なる方
法で数値化し、適正な比較を
していないにもかかわらず、あ
たかも「大学合格実績No.1」
であるかのように表示。

品質、規格、その他の内容について
著しく優良であると誤認される表示です。

品質などを積極的に
アピールするためには、
表示と適切に対応する
根拠が必要です
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　事業者が自己の販売価格に当該販売価格よ
りも高い他の価格（以下「比較対照価格」とい
います。）を併記して表示することを二重価格
表示といいます。二重価格表示は、その内容が
適正な場合には、一般消費者の適正な商品選
択に資する面がありますが、比較対照価格の
内容について適正な表示が行われていない場
合には、有利誤認表示に該当するおそれがあ
ります。

詳しくは、消費者庁ウェブサイトに掲載されている「不当な
価格表示についての景品表示法上の考え方」（平成12年6月
30日　公正取引委員会）をご覧ください。
https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/
guideline/pdf/100121premiums_35.pdf

「有利誤認表示」とは？

簡単にいうと、
「これはとってもお得だ！」と
消費者に思わせておいて、
実際にはそうではない
表示のことです！

通信 携帯電話通信の料金

　実際には、自社に不
利となる他社の割引
サービスを除外した
料金比較であるにも
かかわらず、あたかも
「自社が最も安い」か
のように表示。

　実際には、他社と同
程度の内容量しかな
いにもかかわらず、あ
たかも「他社商品の2
倍の内容量」であるか
のように表示。

　家電量販店の店頭
価格について、競合店
の平均価格から値引
きすると表示しなが
ら、その平均価格を実
際の平均価格よ
りも高い価格に
設定し、そこから
値引きしていた。

食品 商品の内容量

家庭用
電化製品 家電量販店の販売価格

価格を著しく安く
みせかけるなど取引条件を
著しく有利にみせかける
表示は、有利誤認表示に
当たります。

　景品表示法では、商品やサービスの価格
などの取引条件について、実際のものや事
実に相違して競争事業者のものより著しく
有利であると一般消費者に誤認される表
示を有利誤認表示として禁止しています。

　景品表示法では、有利誤認表示の一つとし
て不当な二重価格表示を禁止しています。

一般消費者に
取引条件について
誤認される表示を
禁止しています

価格や取引条件に関して、
著しく有利であると誤認される表示です

※取引条件：数量、アフターサービス、
保証期間、支払い条件など

歯列
矯正

サービスの利用に
必要な追加費用

　実際には、別途、矯
正装置の費用が必要で
あるにもかかわらず、あ
たかも、初診料や検査
診断料などとして記載
された「○○円」だけを
支払えば歯列矯正の
サービスを利用できる
かのように表示。

電気
料金 家庭用電気の料金プラン

　実際には、家庭用電気の自由料金プランは規制料
金プランよりも安くならない場合があるにもかかわ
らず、あたかも規制料金プラン
から自由料金プランに変更す
れば家庭用電気の料金が安く
なるかのように表示。

不当な二重価格表示における「最近相当
期間にわたって販売された価格」とは？Ｑ
　「当店通常価格」や「セール前価格」といった過去
の販売価格を比較対照価格とする二重価格表示を

行う場合に、同一の商品について最近相当期間にわたって
販売されていた価格とはいえない価格を比較対照価格に
用いるときは、当該価格がいつの時点でどの程度の期間販
売されていた価格であるか等その内容を正確に表示しな
い限り、不当表示に該当するおそれがあります。
　「不当な価格表示についての景品表示法上の考え方」
（価格表示ガイドライン）では、「最近相当期間にわたって
販売された価格」について、

としています。
　ある比較対照価格が「最近相当期間にわたって販売さ
れていた価格」に当たるか否かは、当該価格で販売されて
いた時期及び期間、対象となっている商品の一般的価格
変動の状況、当該店舗における販売形態等を考慮しつつ、
個々の事案ごとに検討されることになりますが、一般的に
は、二重価格表示を行う最近時（最近時については、セー
ル開始時点から遡る８週間について検討されますが、当該
商品が販売されていた期間が８週間未満の場合には、当
該期間について検討されます。）において、当該価格で販売
されていた期間が、当該商品が販売されていた期間の過
半を占めているときには、「最近相当期間にわたって販売
されていた価格」とみてよいとされています。ただし、上記
の要件を満たす場合であっても、当該価格で販売されてい
た期間が通算して２週間未満の場合、又はセール開始時
点において当該価格で販売された最後の日から２週間以
上経過している場合においては、「最近相当期間にわたっ
て販売されていた価格」とはいえないとされています。

①「相当期間」については、必ずしも連続した期間に限定
されるものではなく、断続的にセールが実施される場
合であれば、比較対照価格で販売されていた期間を全
体としてみて評価する

②「販売されていた」とは、事業者が通常の販売活動にお
いて当該商品を販売していたことをいい、実際に消費
者に購入された実績のあることまでは必要ではない。
他方、形式的に一定の期間にわたって販売されていた
としても、通常の販売場所とは異なる場所に陳列して
あるなど販売形態が通常と異なっている場合や、単に
比較対照価格とするための実績作りとして一時的に当
該価格で販売していたとみられるような場合には、「販
売されていた」とはみられない

Ａ
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その他 誤認されるおそれのある表示

1
無果汁の清涼飲料水等に
ついての表示

　無果汁・無果肉若しくは果汁又は果肉の
量が5％未満の清涼飲料水、乳飲料、アイス
クリームなどについて、「無果汁・無果肉」で
あること又は果汁若しくは果肉の割合(%)
を明瞭に記載しない場合、以下の表示は不
当表示となります。

〇果実名を用いた商品名、説明文等の表示
〇果実の絵、写真、図案の表示
〇果汁・果肉と似た色、香り、味（＝表示）

　景品表示法上、事業者は、優良誤認表示及び
有利誤認表示以外にも、自己の供給する商品又
はサービスの取引について、商品又はサービスの
取引に関する事項について一般消費者に誤認さ
れるおそれがある表示を行ってはならないとされ
ています。
　これは、優良誤認表示や有利誤認表示だけで
は、複雑な経済社会において、一般消費者の自主
的かつ合理的な商品又はサービスの選択を妨げ
る表示に十分に対応することできない場合があ
ると考えられるためです。
　景品表示法では、同法の運用機関である消費
者庁の主任の大臣たる内閣総理大臣に、不当表
示を指定する権限が付与されています。

景品表示法に基づいて、
７つの告示が
定められています。

（昭和48年3月20日公正取引委員会告示第4号）

3
消費者信用の融資費用に
関する不当な表示

　消費者信用の融資費用について、実
質年率が明瞭に記載されていない場
合、以下の表示は不当表示となります。
〇アドオン方式による利息、手数料その他の融
資費用の率の表示
〇日歩、月利等年建て以外による利息、手数料
その他の融資費用の率の表示
〇融資費用の額の表示
〇返済事例による融資費用の表示
〇融資費用の一部についての年建てによる率の
表示

（昭和55年4月12日公正取引委員会告示第13号）

2
商品の原産国に関する
不当な表示

　一般消費者が原産国を判別する
ことが困難な場合、以下の表示は不
当表示となります。

〇原産国以外の国名、地名、国旗等の表示
〇原産国以外の国の事業者名、デザイナー名、
商標などの表示
〇国内産の商品について文字表示の全部又は
主要部分が外国の文字で示されている表示
〇外国産の商品について文字表示の全部又は
主要部分が和文で示されている表示

（昭和48年10月16日公正取引委員会告示第34号）

とは？
優良誤認表示及び有利誤認表示のほか、一般消費者に誤認
されるおそれがある表示を特に指定して、禁止しています。

6
有料老人ホームに関する
不当な表示

　有料老人ホームの施設・設備、
サービスについての以下のような表
示は、不当表示となります。

〇入居後の居室の住み替えに関する条件等
が明瞭に記載されていない表示
〇介護サービスを提供するのが有料老人ホー
ムではないにもかかわらず、そのことが明
瞭に記載されていない表示
〇夜間における最小の介護職員や看護師の
数など、介護職員等の数が明瞭に記載され
ていない表示 など

（平成16年4月2日公正取引委員会告示第3号）

（令和5年3月28日内閣府告示第19号）

7
一般消費者が事業者の
表示であることを判別する
ことが困難である表示
（ステルスマーケティング）

　事業者が自己の供給する商品又はサービスにつ
いて行う表示であるにもかかわらず、一般消費者が
事業者の表示であることを分からない場合は不当
表示となります。

〇事業者が、自社の商品をインフルエンサー
に無償で提供してSNSへの投稿を依頼す
る際、インフルエンサーに広告であること
を明示させない場合
〇事業者が、インフルエンサーに対価を提供し
て自社商品を薦める内容のSNS投稿を依頼
し、その投稿を自社ウェブサイトにおいて第
三者の自主的な感想のように掲載する場合

4
不動産のおとり広告に
関する表示

　不動産の取引において、消費者を誘引する手段と
して行う以下の表示は不当表示となります。

〇実在しないため、取引できない不動産につ
いての表示（例…実在しない住所・地番を
掲載した物件）
〇実在するが、取引の対象となり得ない不動
産についての表示（例…売約済みの物件）
〇実在するが、取引する意思がない不動産に
ついての表示（例…希望者に他の物件を勧
めるなど当該物件の取引に応じない場合）

（昭和55年4月12日公正取引委員会告示第14号）

5 おとり広告に関する表示

　一般消費者を誘引する手段として行う
以下の表示は不当表示となります。
〇取引を行うための準備がなされていないなど取引
に応じることができない場合のその商品又はサー
ビスについての表示
〇商品又はサービスの供給量が著しく限定されてい
るにもかかわらず、その旨を明示していない表示
〇商品又はサービスの供給期間、供給の相手方又は
顧客一人当たりの供給量が限定されているにもか
かわらず、その旨を明示していない表示
〇取引の成立を妨げる行為が行われるなど実際に
は取引する意思がない商品又はサービスについて
の表示

（平成5年4月28日公正取引委員会告示第17号）
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違反行為に対しては、措置命令と課徴金納付命令

　景品表示法に違反する行為が行われている疑い
がある場合、消費者庁は、関連資料の収集、事業者
への事情聴取などの調査を実施します。消費者庁
は、調査の結果、違反行為が認められると、事業者
に弁明の機会を付与した上で、違反行為の差止め
など必要に応じた「措置命令」を行います。

　また、消費者庁は、違反行為の中でも、課
徴金対象行為（右ページをご参照くださ
い。）をした事業者に対しては、事業者に弁
明の機会を付与した上で、金銭的な不利益
を課す「課徴金納付命令」を行います。

課徴金納付命令の意義や基本的な要件についての考え
方についての詳しい説明は、消費者庁ウェブサイトに掲
載されている「不当景品類及び不当表示防止法第8条（課
徴金納付命令の基本的要件）に関する考え方」（平成28年
１月29日消費者庁）をご覧ください。
https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/
fair_labeling/guideline/assets/representation_cms216_
240418_03.pdf

事件処理手続の概要

景品表示法違反の事件処理手続

● 違反したことを一般消費者に周知徹底すること
● 再発防止策を講ずること
● その違反行為を将来繰り返さないこと

措置命令の内容（例）

却下 取消

確約手続

指導

指導など

申請せず

（
事
業
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管
大
臣
等
）
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置
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案
）

（
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令
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付
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）
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情
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　等
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携
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令
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令
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正
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都
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査
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査
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手
続
通
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業
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に
よ
る

確
約
計
画
の
申
請
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約
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の
認
定

措
置
命
令
・
課
徴
金

納
付
命
令
を
行
わ
な
い

消
費
者
庁

 が行われます。

課徴金対象行為
　課徴金対象行為は、商品・サービス
の取引について、優良誤認表示又は有
利誤認表示をする行為です。
　なお、課徴金納付命令との関係でも、
不実証広告規制（9～10ページ）が導
入されています。措置命令に関する不
実証広告規制は、優良誤認表示である
と「みなす」というものですが、課徴金
納付命令に関する不実証広告規制は
「推定する」というものであり、その点
で異なります。ただし、課徴金納付命令
に関する不実証広告規制における「合
理的な根拠」の判断基準等は、措置命
令に関するものと同様です。

課徴金額の算定方法
　課徴金対象行為に係る商品・サービ
スの「売上額」に3%を乗じた金額が課
徴金額となります。

課徴金の納付を命じられない場合
　事業者が課徴金対象行為をした場
合であっても、その事業者が表示の根
拠となる情報を確認するなど、正常な
商慣習に照らし必要とされる注意をし
ていたため「相当の注意を怠つた者で
ない」と認められるときや、課徴金額が
150万円未満（事業者が課徴金対象行
為をした商品・サービスの「売上額」が
5000万円未満）であるときは、事業者
は課徴金の納付を命じられません。

課徴金対象行為に該当する事実
の報告による課徴金額の減額
　課徴金対象行為に該当する事実を
自主的に消費者庁長官に報告した事
業者について、所定の要件を満たす場
合には、課徴金額の2分の1が減額され
ます。

　令和５年の法改正により、景品表示法第４条又は第５条に違反する疑いのある行為（違反被
疑行為）について、事業者の自主的な取組により解決するための「確約手続」が導入されました。
　消費者庁は、景品表示法に違反する行為があると疑うに足りる事実がある場合に、その違反
被疑行為について確約手続に付すことが適当であると判断するとき、違反被疑行為を行って
いる又は行っていた事業者に対し、問題を解決するための自主的な取組である確約計画の認
定の申請をすることができる旨の通知を行うことができます。
　通知を受けた事業者は、違反被疑行為についての確約計画を作成・申請することができ、消
費者庁がこれを認定した場合には、原則として、措置命令及び課徴金納付命令は行わないこ
とになります。
　消費者庁は、確約手続の運用の透明性及び事業者の予見可能性を確保するため、確約手続
に関する運用基準を定めています。

（判断基準）　○違反被疑行為等を迅速に是正する必要性
　　　　　　○事業者の提案に基づいた方がより実態に即した効果的な措置となる可能性 等
（考慮要素）　○違反被疑行為に至った経緯（事業者が講ずべき管理上の措置）の実施状況 等
　　　　　　○違反被疑行為の規模・態様
　　　　　　○一般消費者への影響の程度　
　　　　　　○確約計画で見込まれる内容 等

返金措置の実施による課徴金額
の減額等
　事業者が、返金措置の実施に関する
計画を作成し、消費者庁長官の認定を
受ける等、所定の手続に従って消費者
に対して返金措置（※）を行った場合に
は、消費者庁は、返金相当額を課徴金
額から減額するか、返金相当額が課徴
金額以上の場合にはその納付を命じ
ません。

※「返金措置」とは、課徴金の対象となる
期間に事業者が課徴金対象行為をした
商品・サービスの取引をしたことが特定
される一般消費者から申出があった場合
に、その申出をした一般消費者の購入額
に3％を乗じた額以上の金銭（電子マ
ネーも含む）を交付するものです。

課徴金制度の概要

確約手続の概要

確約手続の対象事案についての考え方

（必要な措置）　○違反被疑行為を取りやめること　
　　　　　　　○一般消費者への周知徹底　
　　　　　　　○違反被疑行為及び同種の行為が再び行われることを防止するための措置　
　　　　　　　○履行状況の報告
（有益な措置）　○一般消費者への被害回復（消費者への返金）
　　　　　　　○契約変更（違反行為の要因となった取引先の変更・契約の見直し）
　　　　　　　○取引条件の変更（表示内容に合わせた取引条件の変更）

確約計画の認定基準
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消費者庁

窓 口

https://www.caa.go.jp

事業者がこれから行う企画の事前相談
消費者庁表示対策課 指導係

消費者庁表示対策課（情報管理担当）

公正取引委員会事務総局 地方事務所等

景品表示法違反に関する情報提供

〒100-8958 東京都千代田区霞が関 3-1-1 中央合同庁舎第 4号館

〒100-8958 東京都千代田区霞が関 3-1-1 中央合同庁舎第 4号館
オンライン又は郵送にて受け付けております。詳しくは受付窓口ページをご覧ください。

以下の公正取引委員会事務総局地方事務所等においても受け付けております。

TEL.03-3507-8800㈹

TEL.03-3507-8800㈹

〒900-0006　那覇市おもろまち2-1-1　那覇第２地方合同庁舎２号館６階
TEL.098-866-0049内閣府沖縄総合事務局総務部公正取引課●

〒060-0042　札幌市中央区大通西12丁目　札幌第３合同庁舎
TEL.011-231-6300北海道事務所取引課●

〒980-0014　仙台市青葉区本町3-2-23　仙台第２合同庁舎
TEL.022-225-7096東北事務所取引課●

〒730-0012　広島市中区上八丁堀6-30　広島合同庁舎第４号館
TEL.082-228-1502中国支所取引課●

〒760-0019　高松市サンポート3-33　高松サンポート合同庁舎南館８階
TEL.087-811-1754四国支所取引課●

〒812-0013　福岡市博多区博多駅東2-10-7　福岡第２合同庁舎別館
TEL.092-431-6031九州事務所取引課●

〒460-0001　名古屋市中区三の丸2-5-1　名古屋合同庁舎第２号館
TEL.052-961-9423中部事務所取引課●

〒540-0008　大阪市中央区大手前4-1-76　大阪合同庁舎第４号館10階
TEL.06-6941-2175近畿中国四国事務所取引課●

都道府県の景品表示法主管課でも
事業者からのご相談や景品表示法違反に関する情報提供を受け付けています。

ご相談いただく前に、まずはパンフレットや
消費者庁ウェブサイトの景品表示法ページの内容をよくご覧ください。

https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/
消費者庁ウェブサイト　景品表示法ページ

ご相談の内容によっては、回答までに相当期間を要することがあります。
実施直前にご相談いただいても回答できない場合がありますので、時間的余裕をもってご相談ください。

ご提供いただいた景品表示法違反に関する情報については、関係行政機関で活用させていただきますが、
調査の有無を含めて個別にご回答はいたしておりませんので、あらかじめご了承ください。

※既に実施されている企画の当否に関するご相談はお受け致しかねます。

（https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/contact/）
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（オペレータ受付時間　平日９：３０～１２：００　１３：００～１７：３０）

ＨＰ：http://www.mlit.go.jp/jidosha/carinf/rcl/index.html

〒１００－８９１８
東京都千代田区霞が関２－１－３　中央合同庁舎３号館
【ＴＥＬ】０３－５２５３－８１１１

○自動車の不具合情報ホットライン

自動車の登録・自動車の統計

保安・環境調整官

○四国運輸局　自動車技術安全部　技術課

〒７６０－００１９
香川県高松市サンポート３番３３号高松サンポート合同庁舎南館

○国土交通省　自動車局　審査・リコール課

整備・保安課

技術課

自動車整備事業の認証、指定自動車
整備事業の指定及び指導監督

自動車検査、型式の認定、基準緩和、
欠陥車監視、街頭検査

フリーダイヤル　０１２０－７４４－９６０（年中無休・２４時間）

管理課

○各運輸支局　検査整備保安担当

四国運輸局　自動車技術安全部　組織のご案内

リコールについての相談窓口、情報提供窓口

【ＴＥＬ】０８７－８０２－６７８３

【ＴＥＬ】０８７－８０２－６７８５

【ＴＥＬ】０８７－８０２－６７８６

自動車技術安全部

【ＴＥＬ】０８７－８０２－６７８２

事故防止対策、公害防止など環境対策
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〒７７１－１１５６
徳島県徳島市応神町応神産業団地１－１

【ＴＥＬ】０８８－６４１－４８１１

【ＴＥＬ】０５０－５５４０－２０７４

【検査整備保安部門】 【ＴＥＬ】０８８－６４１－４８１３

〒７６１－８０２３
香川県高松市鬼無町字佐藤２０－１

【企画観光・輸送・監査部門】 【ＴＥＬ】０８７－８８２－１３５７

【登録・検査ヘルプデスク】 【ＴＥＬ】０５０－５５４０－２０７５

【検査整備保安部門】 【ＴＥＬ】０８７－８８２－１３５５

〒７９１－１１１３
愛媛県松山市森松町１０７０

【輸送・監査部門】 【ＴＥＬ】０８９－９５６－１５６３

【登録・検査ヘルプデスク】 【ＴＥＬ】０５０－５５４０－２０７６

【検査整備保安部門】 【ＴＥＬ】０８９－９５６－１５６１

〒７８１－５１０３
高知県高知市大津乙１８７９－１

【輸送・監査部門】 【ＴＥＬ】０８８－８６６－７３１１

【登録・検査ヘルプデスク】 【ＴＥＬ】０５０－５５４０－２０７７

【検査整備保安部門】 【ＴＥＬ】０８８－８６６－７３１３

【輸送・監査部門】

【登録・検査ヘルプデスク】

運輸支局　組織のご案内

●徳島運輸支局（応神庁舎）

●香川運輸支局

●愛媛運輸支局

●高知運輸支局（大津庁舎）
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〒７６１－８０２３
香川県高松市鬼無町字佐藤２０－１

【ＴＥＬ】０８７－８８２－１３７２

〒７７１－１１５６
徳島県徳島市応神町応神産業団地１－１

【ＴＥＬ】０８８－６４１－６４６５

〒７９１－１１１３
愛媛県松山市森松町１０７０

【ＴＥＬ】０８９－９５６－２８０９

〒７８１－５１０３
高知県高知市大津乙１８７９－１

【ＴＥＬ】０８８－８０４－５２０３

〒７６９－０１０３
香川県高松市国分寺町福家甲１２５８－１８

【ＴＥＬ】０５０－３８１６－３１２２

〒７７１－１１５６
徳島県徳島市応神町応神産業団地１－３

【ＴＥＬ】０５０－３８１６－３１２３

〒７９１－１１１２
愛媛県松山市南高井町１８１４－２

【ＴＥＬ】０５０－３８１６－３１２４

〒７８１－０２７０
高知県高知市長浜３１０６－２

【ＴＥＬ】０５０－３８１６－３１２５

●香川主管事務所

●徳島事務所

●愛媛事務所

●高知事務所

独立行政法人自動車技術総合機構　組織のご案内

●四国検査部

●徳島事務所

●愛媛事務所

●高知事務所

軽自動車検査協会　組織のご案内
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〒１０５－０００１
東京都港区虎ノ門５丁目１－５ メトロシティ神谷町６階

○フリーダイヤル　０１２０－０２８－２２２
○【ＦＡＸ】０３－６７０４－５７０２

〒７６０－８５７０
香川県高松市番町４丁目１－１０（県庁東館２Ｆ）

○【ＴＥＬ】０８７－８３２－３７９０
○【ＦＡＸ】０８７－８６１－３２９１

○相談専用電話０８７－８３３－０９９９
（土曜日・日曜日・祝日・年末年始（１２月２９日～１月３日）を除く毎日８：３０～１７：００）

〒７７０－０８３１
徳島県徳島市寺島本町西1丁目5番地 アミコビル東館7階 

○【ＴＥＬ】０８８－６２３－０１１０
○【ＦＡＸ】０８８－６２３－０１７４

〒７９１－８０１４
愛媛県松山市山越町４５０番地（愛媛県男女共同参画センター１階）

○【ＴＥＬ】０８９－９２６－２６０３
○【ＦＡＸ】０８９－９４６－５５３９

○相談専用電話０８９－９２５－３７００

〒７８０－０９３５
高知県高知市旭町３丁目１１５　こうち男女共同参画センター　ソーレ２Ｆ

○【ＴＥＬ】０８８－８２４－０９９９
相談受付時間　９：００～１６：４５

※日曜日も相談を受け付けています。（土曜日・祝日・年末年始は休みです）
○【ＦＡＸ】０８８－８２２－５６１９

●愛媛県消費生活センター

　　　　　　　　･月曜日、火曜日、木曜日、金曜日は９：００～１７：００
　　　　　　　　･水曜日は９：００～１９：００　　（いずれも祝日・年末年始（１２月２９日～１月３日）を除きます）

●高知県消費生活センター

国土交通省以外のお問い合わせ先等

●公益財団法人　自動車製造物責任相談センター

　（受付時間：月～金（除 祝日）９：３０～１２：００／１３：００～１７：００）

●香川県消費生活センター

●徳島県消費者情報センター

平日（水曜日を除く）９：００～１７：３０
土曜日・日曜日 ９：００～１６：００

-146-



【ＴＥＬ】０１２０－１１２－０１０（クルマ）

【ＴＥＬ】０１２０－０８６－８１９（バイク）

●ヤマハ発動機(株) 【ＴＥＬ】０１２０－０９０－８１９

その他

●日本自動車輸入組合

〒１０５－００１４

東京都港区芝３－１－１５　芝ボートビル５階

【ＴＥＬ】０３－５７６５－６８１１

●三菱自動車工業(株) 【ＴＥＬ】０１２０－３２４－８６０

●三菱ふそうトラック・バス(株) 【ＴＥＬ】０１２０－３２４－２３０

●(株)カワサキモータースジャパン 【ＴＥＬ】０１２０－４００－８１９

●日野自動車（株） 【ＴＥＬ】０１２０－１０６－５５８

●（株）ＳＵＢＡＲＵ 【ＴＥＬ】０１２０－０５２－２１５

●本田技研工業（株）

●マツダ(株) 【ＴＥＬ】０１２０－３８６－９１９

●トヨタ自動車（株） 【ＴＥＬ】０８００－７００－７７００

●日産自動車（株） 【ＴＥＬ】０１２０－３１５－２３２

●ＵＤトラックス（株） 【ＴＥＬ】０１２０－６７－２３０１

主なメーカーお客様相談窓口一覧

●いすゞ自動車（株） 【ＴＥＬ】０１２０－１１９－１１３

●スズキ（株） 【ＴＥＬ】０１２０－４０２－２５３

●ダイハツ工業(株) 【ＴＥＬ】０８００－５００－０１８２
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そり付、カタピラ付軽自動車

（注） １．点検整備記録簿の保存期間は　●印：２年　○印：１年

２．GVW：車両総重量

１年

検査対象外軽自動車 ○ なし ←

２年 １年

GVW　８ｔ未満（被牽引車） ○ ２年

１年 ←

GVW　８ｔ未満 ○

１年 ←

ストラドル・キャリヤ、ポール・トレーラ
GVW　８ｔ以上（被牽引車） ○

２年 ← フォーク・リフト

貨
物

GVW　８ｔ以上 ○

２年 ← ホイール・クレーン

GVW　８ｔ未満 ○

←

大
特

GVW　８ｔ以上 ○

２年 １年

軽 ● ２年

２年 １年

GVW　８ｔ未満（被牽引車） ○

１年 ←

GVW　８ｔ未満 ○

１年 ←
タンク車、給水車、現金輸送車、コンクリートミキ
サー車、ボート・トレーラ、冷蔵冷凍車、活魚運
搬車、散水車、塵芥車

GVW　８ｔ以上（被牽引車） ○

２年 ←

貨
物

GVW　８ｔ以上 ○

２年 ←
キャンピング車、教習車（乗用）、消防車

GVW　８ｔ未満 ○

● なし ← 250cc以下のバイク（３輪バイクを含む）

特
種

GVW　８ｔ以上 ○

● ３年 ２年 250ccを超えるバイク（３輪バイクを含む）

検査対象外軽自動車

２年 ←

２
輪

小型

● ３年 ２年

３輪 ○

● ３年 ２年

一般の乗用車（マイカー）軽

１年 ← 園児送迎車

乗
用

普通・小型

１年 ← バス、マイクロバス

幼児専用車 ○

定員１１名以上 ○

１年

軽 ● ２年 ←

２年 １年

GVW　８ｔ未満（被牽引車） ○ ２年

GVW　８ｔ未満 ○

GVW　８ｔ以上（被牽引車） ○

１年 ←

トラック（３輪を含む）

１年 ←

なし ← そり付、カタピラ付軽自動車

自
家
用
自
動
車

貨
物

GVW　８ｔ以上 ○

検査対象外軽自動車 ○

１年

GVW　８ｔ未満（被牽引車） ○ ２年 １年

１年 ←

GVW　８ｔ未満 ○ ２年

１年 ←

ストラドル・キャリヤ、ポール・トレーラ
GVW　８ｔ以上（被牽引車） ○

１年 フォーク・リフト

貨
物

GVW　８ｔ以上 ○

１年 ホイール・クレーン

GVW　８ｔ未満 ○ ２年

大
特

GVW　８ｔ以上 ○ ２年

１年

軽 ○ ２年 ←

２年 １年

GVW　８ｔ未満（被牽引車） ○ ２年

GVW　８ｔ未満 ○

GVW　８ｔ以上（被牽引車） ○

１年 ←

タンク車、冷蔵冷凍車
１年 ←

２年 １年 キャンピングカー

貨
物

GVW　８ｔ以上 ○

なし ← 250cc以下のバイク（３輪バイクを含む）

特
種

普通・小型 ○

２年 １年 250ccを超えるバイク（３輪バイクを含む）

検査対象外軽自動車 ○

２年 １年

２
輪

小型 ○

２年 ←

３輪 ○

２年 １年

マイカー型軽 ○

１年 ← 園児送迎車

乗
用

普通・小型 ○

１年 ← マイクロバス

幼児専用車 ○

定員１１名以上 ○

１年

軽 ○ ２年 ←

２年 １年

GVW　８ｔ未満（被牽引車） ○ ２年

１年 ←

GVW　８ｔ未満 ○

１年 ←

トラック（３輪を含む）

GVW　８ｔ以上（被牽引車） ○

← 霊柩車バス形状

レ
ン
タ
カ
ー

貨
物

GVW　８ｔ以上 ○

← 霊柩車

定員１１名以上 ○ １年
霊
柩

通常タイプ ○ ２年

２輪 ● ３年 ２年

１年

軽（旅客を除く） ● ２年 ←

２年 １年

GVW　８ｔ未満（被牽引車） ○ ２年

１年 ←

GVW　８ｔ未満 ○

１年 ←

貨物運送事業者のトラック（３輪車を含む）
GVW　８ｔ以上（被牽引車） ○

２年 ← 軽福祉タクシー

貨
物

GVW　８ｔ以上 ○

１年 ← バス、タクシー、ハイヤー

軽 ○

２
回
目
以
降

運
送
事
業
用

旅
客

普通・小型 ○

（
別
表
５
の
２

）

１
年（
別
表
６

）

１
年（
別
表
７

）

初
回

（
別
表
３

）

３
か
月
（
別
表
４

）

６
か
月
（
別
表
５

）

６
か
月

（参考）

自動車検査証の有効期間及び定期点検の間隔に関する整理表
令和２年１０月改正

対
象
車
種

点
検
区
分
等

定期点検の間隔 車検証の
有効期間

備　考
（主な車種など）

３
か
月
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